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第１章 はじめに 

 
1.1 本研究の背景と目的 
 
（1）道路資産の適正な管理への要請 
道路資産の老朽化に伴い維持管理がますます重要

な課題となるなか，計画・設計資料，構造物の諸元，

工事や管理の履歴などの情報を適切に蓄積し利用す

ることにより，効率的・効果的に道路資産を管理す

る必要性が高まっている．また，道路管理の現場に

おいても，限られた人員の中で，多様化する利用者

ニーズへの対応や工事施工や維持管理業務の円滑な

実施・管理が求められており，現場の業務を支援す

るシステムに対する期待は大きい．こうした道路資

産の適正な管理は，国だけでなく都道府県や市町村

などの自治体にも共通した大きな課題となっている． 
 
（2）システム連携の不備等による非効率 
国土交通省の業務を支援するシステムを見てみる

と，予算，契約，積算，管理など業務全般にわたり

多くのシステムが稼働しているが，システム間の連

携は十分とはいえないのが現状である．このことは，

システムの運用費用がかさむだけでなく，情報の入

力・更新・利用などが非効率に行われることによっ

て現場職員の業務量の増加やデータの精度低下を招

く原因ともなっている．一方，建設ＣＡＬＳの取り

組みでは，これまでに電子納品，電子入札等のシス

テムは整備されたものの，資料の電子化が目的とな

っており，現場の資産管理や業務改善に関する取り

組みはあまり進んでおらず今後の進展が期待されて

いる． 
 
（3) ＩＴの進展とその活用による費用対効果の改善 
ＩＴの進展を見てみると，各府省及び独立行政法

人等がＥＡ(Enterprise Architecture)の手法を用いて
業務・システムの最適化を進めることが，平成１４

年度発足の各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡

会議で決定されており，多くの分野で業務分析やシ

ステムの見直しなどの取り組みが進められている．

また，サーバーやデータベ－ス，ＩＣタグ等の機器

の性能向上とコスト低下，検索エンジン等の機能の

向上など，技術の高度化も進んでおり，従前の機能

やコストを前提としたシステム設計の考え方を見直

すことによって，ユーザーにとって使いやすいシス 

 
 
 
 
テムをより少ない費用で実現できる環境になってい

る． 
 
（4)合理的な事業マネジメントシステムの確立 
このような背景から，次の①～④に掲げる方法を

用いて，道路管理に関する業務体系・情報体系の分

析を行うとともに，ＩＴの進展を踏まえた道路資産

の効率的な管理手法，既存システムと整合のとれた

段階的な改善方策を検討し，合理的な事業マネジメ

ントシステムの確立を目指す． 
①ＥＡによる道路行政の業務・システムの分析 
②重要情報データベースと履歴情報アーカイブの

設計 
③別途実施予定の「ＩＴを活用した履歴管理と現

場業務の省力化の実験」の成果の反映 
④段階的な改善方策の検討 

 
 
1.2 本研究の基本的な枠組み 
 
本研究の採択時に委員より，「①既存の研究成果や

システムの運用状況を精査した上で，個別具体的な

研究目標・研究成果（システム構築の意義・業務の

改善効果）を明確にし，研究を進めていただきたい」，

「②ＩＴを活用した維持管理手法を含め，当該業務

マネジメントシステムの現場における受け入れ可能

性の十分な検討・検証をお願いしたい」との条件が

示されている． 
このため，平成２０年度に本研究を実施するにあ

たり，当初の研究提案をベースに委員の意見を踏ま

えて，国土交通省本省，国土技術政策総合研究所，

関東地方整備局，東京国道事務所及び東京都と意見

交換を行い，本研究の対象範囲，成果目標，検討体

制等の基本的な枠組みについて確認を行った．その

結果については，平成２０年度成果にて報告したと

おりである． 
また，平成２１年度に本研究を継続するにあたり，

新道路技術会議より，①評価基準・評価手法の検討，

②社会・民間ニーズの取り込み・事業者の意見聴取，

③現場事務所での検証，④システム改修等のあり方

の検討，⑤研究者・外注との役割分担の明確化，と

の条件が示され，研究開始時に国土交通省本省等と
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全体調整・とりまとめ

合理的な
マネジメントシステム

検討会議

IT活用による
現場業務省力化
検討会議

国土交通省

①

② ③

④
本研究開発の範囲

当初提案時の研究範囲

凡 例

道路行政の見直し状況

プロジェクトの状況

各検討会議での状況報告/成果

全体方針/改善指示全体方針/改善指示

情報交換・
業務整合

作業グループ作業グループ
作業グループ
（東京国道）作業グループ作業グループ

作業グループ
（東京大学）

検討内容 検討内容

現場事務所で実施

本研究会 現場事務所で実施

システム担当者、
施工などの事業者 情報交換・

協議

⑤

意見交換を行い，基本的な枠組みについて確認を行

った．その結果については，平成２１年度成果にて

報告した通りである． 
平成２２年度は，平成２１年度までに作成した業

務・システムのＤＭＭ，ＤＦＤ，ＷＦＡ，クラス図，

ＥＲ図等をもとに成果をブラッシュアップしてとり

まとめ，継続的な業務改善につながるよう，組織と

して定期的に品質管理されるための仕組みについて

提案した．また，道路管理業務（対象業務：①重要

構造物点検，②問合せ対応）に関するデータベース・

アーカイブ等のシステム仕様書の作成を行うととも

に，将来の技術動向も考慮して現場での運用方法，

既存システムからの移行手順などの改善方策のとり

まとめ・提案を行った．また，本研究の最終年度と

して，合理的な事業マネジメントのための方法論に

ついて，これまでの研究成果を体系的にとりまとめ

た． 
 
（1）本研究の対象範囲 
本年度研究の対象範囲は，上記の意見交換におい

て道路管理に関して重要性や費用対効果が高いとさ

れた以下の業務を対象とする．平成 20 年度の研究
では，①公物管理（重要構造物等），道路巡回（通常

パトロール），外部要請緊急パトロール（苦情情報等

の共有），災害情報の把握，共有，道路占用許可を対

象として分析を行い，平成 21 年度の研究では，費
用対効果，実現性などの観点から段階的に研究対象

を絞り込み，平成 22 年度の研究では，問合せ対応
（苦情対応）業務，前年度実態調査（橋梁緊急点検）

を対象に検討を行った． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（2）本研究の成果目標 
 本研究の成果目標は，平成２３年度以降に現場で

マネジメントシステムの構築を行うのに必要十分な

内容，すなわち実装（調達）可能なレベルのドキュ

メント（調達仕様要件等），プロトタイプシステム等

とする．その際，研究成果による改善効果について

も明らかにする．具体的には，平成２２年度末まで

に， 
①研究対象業務に関する業務体系及び情報体系を

可視化した上で， 
②現場事務所が実施する実証実験，プロトタイプ

の運用・評価等からの成果を反映し， 
③システムの構築や現場での運用等に必要な各種

のドキュメントを作成するとともに， 
④既存システムを考慮した改善計画，IT導入計画
をとりまとめる． 

 
（3）本研究の検討体制 
本研究の検討体制は，国土交通省本省，関東地方

整備局，東京国道事務所，東京都及び東京大学から

なる「合理的なマネジメントシステム検討会議」を

設置し，道路管理業務・情報の分析や改善方針の検

討等を行い，その成果を定期的にレビューしながら

進めた． 
なお，予算上の制約などから平成 21 年度からは

「IT活用による現場業務省力化検討会議」は行われ
ておらず，研究体制は合理的なマネジメントシステ

ム検討会のみとなっている．（図 1） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 研究体制 
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平成２２年度

A)本省/局/事務
所全体の重要業
務・情報体系のま

とめ
DMM/DFD/WFA
ｸﾗｽ図/ER図

E)段階的な改善
方策のとりまとめ

B)業務体系・情
報体系の標準化
・管理の考え方

D)重要業務の段
階的なシステム
改善方針

C)重要業務のプ
ロトタイプシステ
ム改善導入＋仕

様書

F)プロトタイプの
設計・運営・評価

Ａ)DFD,WFAの改
訂(To-Be)

平成２１年度

B)クラス図・ER図
の改訂(To-Be)

C)帳表の改善方
針、帳票デザイン

本省/局/事務所
全体の現行業務
課題・対応一覧

本省/局/事務所
全体の道路管理

DMM

本省/局/事務所
全体の重要業務
CRUD表

平成２０年度

本省/局/事務所
全体の道路管理

DFD

本省/局/事務所
全体の重要業務

WFA

CRUD分析を基に
した現行帳表の
改善方針

CRUD分析を基に
した情報の
取扱方針

業
務
・
シ
ス
テ
ム
の
分
析

D
B

等
設
計

改
善
方
策

As-is⇒To-be
As-is＋課題把握

（※１）重要業務：道路管理に関連する重要性
や費用対効果の高いと思われる業務

本省/局における
重要業務ｸﾗｽ図

本省/局における
重要業務ER図

G)改善策フレー
ムワークの検討

本省/局/事務所
全体の重要業務

(※1)

関連する既存シス
テムの棚卸し

将来の技術動向

D)合理的マネジ
メントシステム

プロトタイプシス
テム概要設計

合理的に事業を
マネジメントする
情報体系

E)データベース・
アーカイブ設計

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（4）本研究の進め方 
 本研究は，平成１７年度～平成１９年度に東京国

道事務所にて実施した業務改善の手法・成果等を活

用し，国土交通省本省，関東地方整備局，東京国道

事務所及びその出張所を対象として，道路管理業務

の合理化・改善を図るものである． 
平成１７年度～平成１９年度に東京国道事務所に

て，現行の道路管理業務に係る情報体系や業務体系，

システム体系の可視化を行い，課題抽出・改善策の

検討・導入を行い，この際に適用した「業務改善手

法」の有効性を確認した．当該改善業務・作業では，

事務所の業務手続きの流れ図（As-Is，To-Be)，業務
で取り扱う情報体系（As-Is，To-Be），重要課題・改
善策，重要情報等を成果物として定義した．なお，

当該手法は，中央省庁等の業務・システム最適化手

法 と し て 適 用 さ れ て い る EA （ Enterprise 
Architecture）手法を参考に，より短期間で現場業務
を改善できるよう，本研究の責任者である東京大学

石川が工夫・開発した手法である． 
 これら成果を活用し，国土交通省本省，関東地方

整備局，東京国道事務所及び出張所までも含めた道

路管理業務全体の改善施策を策定する事を，本研究 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
の目標としている．本研究では，まず，本省／局／ 
事務所全体の業務機能の構成や情報（帳票）のやり

取りを可視化し，業務の効率化や合理化の実現に向

けた課題の抽出を行う．これら課題に対し，改善効

果の高い業務機能を中心に，具体的な改善策やその 
効果を検討し，導入手順まで明らかにする．さらに，

改善施策のうち，システム導入やシステム改修を伴

うものについては，プロトタイプシステムを導入し，

その効果や実現性を担保するものである． 
 図 2は，これら上記研究テーマを実現するための
研究実施手順である．この実施手順にて，概ね予定

どおり研究は進んだ．また，本研究では，新道路技

術会議の指摘等を踏まえて，業務・情報体系，プロ

トタイプを他の道路管理者等に公開し，幅広く意見

を集約・反映することなどにより，現場での適用性

が十分に確保されるにように研究を推進するよう，

留意しながら進めた． 
 
 
 

 

図 2 研究手順 
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業務内  
DMM（※） DFD（※） 

WFA（※）
本省 整備局 事務所 本省 整備局 事務所 

・道路管理 ○ ○ ○ － － － － 
 A維持修繕事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 
  A-1問い合わせ対応 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
  A-2実態調査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
  A-3維持修繕業務 ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 
   A-3-1道路巡回 － － ○ － － ○ ○ 
   A-3-2点検 － － ○ － － ○ ○ 
 B防災対策 ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 
  B-1問い合わせ対応 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
  B-2実態調査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
 C震災対策 ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 
  C-1問い合わせ対応 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
  C-2実態調査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
 D直轄道路災害復旧 ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 
  D-1事象連絡・情報共有 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
  D-2現地確認情報共有 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
 E雪寒事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 
 F共同溝整備事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 
 G道路占用 ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 

 

第２章 研究目標の達成

状況 

 
 上述した通り，本研究の成果目標は，平成２３

年度以降に現場でマネジメントシステムの構築を

行うのに必要十分な内容，すなわち実装（調達）

可能なレベルのドキュメント（調達仕様要件等），

プロトタイプシステム等を研究開発することであ

り，次の内容を具体化することである． 
①研究対象業務に関する業務体系及び情報体系を

可視化した上で， 
②現場事務所が実施する実証実験，プロトタイプ

の運用・評価等からの成果を反映し， 
③システムの構築や現場での運用等に必要な各種

のドキュメントを作成するとともに， 
④既存システムを考慮した改善計画，IT導入計画
をとりまとめる． 

  
以下に，研究成果の達成状況を示す． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 
 
 
2.1 研究対象業務に関する業務体系及び情報体
系を可視化する 
 
（1）業務体系の可視化 
業務体系の可視化については，道路管理に関連

する全ての事業を DMM で洗い出した上で関係者

との協議を行い，改善効果の高い業務は，①公物

管理（重要構造物等），②道路巡回（通常パトロー

ル），③苦情情報等の共有，④災害情報の把握・共

有，であると判断し，対象業務の絞り込みを行っ 
た．また，道路管理業務は，「維持修繕事業」「防

災対策事業」「震災対策事業」「直轄道路災害復旧

事業」「雪寒事業」「共同溝事業」「道路占用許可」

という『事業』を単位として実施されていること

から，以下の分類に沿って業務体系を可視化した．

（表 1） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 1 業務・システム分析における成果物一覧 

（※）DMM：Diamond Mandara Matrix，DFD：Data Flow Diagram，WFA：Work-Flow Architecture
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（2）情報体系の可視化 
情報体系の可視化については，クラス図及びＥ

Ｒ図を作成することにより，対象業務で取り扱う

情報について各情報間の関連及び構造を明確化す

ることとした．事務所における道路管理に関する

情報体系については「平成 19年度 業務資料電子
化共有システム評価検討他業務」において整理さ

れている．そのため本研究では，本省と地方整備

局における情報体系を検討し，事務所の情報体系

との整合を図り，本省から事務所までを対象とす

る情報体系を作成した．具体的には，業務で使用

されている３３の帳表をもとに情報体系の分析を

行い，情報の管理単位及び情報管理の目的を整理

した．情報の管理単位は，地方整備局の下に「事

務所」「県または市」の組織が配置され，直轄・補

助等の道路種別ごとに管理されている．情報管理

の目的は，主に「現状の把握」及び「費用関係の

把握」の２つに分類できる．「現状の把握」では，

事業箇所数や危険箇所数といった「数量」，管理延

長や除雪延長といった「延長（ｋｍ）」，損傷の有

無や修繕履歴の有無といった「有無」，構造や災害

の内容といった「内容」等の情報を管理し，「費用

関係の把握」では，概算要求の実績，見込み，当

初予算等の情報を管理していることが確認された． 
 
 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

これらの考え方を基本に，道路管理関連クラス図

を作成した．（図 3） 
また，道路管理の実態情報関連を可視化するた

め，WFAを作成した９業務を対象に，クラス図及
び帳表を元に，ER図（Entity Relationship Diagram 
以下，ER 図とする）を作成した．ER 図を作成す
ることにより，業務・システムで用いる情報シス

テムの論理的データ構造を明らかにすることがで

きた． 
 
 

2.2 現場事務所が実施する実証実験，プロトタ
イプの運用・評価等からの成果を反映す

る 
 
（1）現場事務所が実施する実証実験の反映 
現場事務所が実施した実証実験は，現場業務の

省力化を図るため，活用場面を想定した状況下で

RFID による通信を検証するとともに，RFID 導入
による現場作業の省力化効果を把握するためのも

のであった．この実証実験の結果，タグの読取精

度に関しては現場の各種環境下においても十分実

用レベルであること，uCode を公物に貼付し重要
情報との関連付けが実装されることで，モノと場 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

図 3 道路管理関連クラス図 
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参照

削除

外部I/F

汎用

登録、更新

凡例

ユビキタス ID
センター

Ⅰ．uCode管理機能①新規uCode

特殊

③uCode＋重要情報

Ⅱ．QRコード・ICタグ等
読込・書込機能

Ⅲ．検索機能
（条件検索一覧表示）

Ⅳ．対象物表示機能

④uCode＋重要情報

⑤uCode＋重要情報

Ⅴ．重要情報登録機能

台帳（PDFファイル）等

⑦PDF情報

⑥検索結果
（特定）

⑦重要情報（事業量
や事業費など）

②重要情報
（事業量等）

既存
システム

Ⅵ．現地情報登録機能

②重要情報
（事業量等）

⑧現地確認情報

個別デー
タベース

⑧現地確認情報

uCodeと重要情報（検索
キー）の組合せを管理する
uCode同士の関連を管理
する

公物や台帳等に、QRコードもし
くはICタグ等を貼付する

QRコードもしくは
ICタグ等の重要情
報を表示する
必要な情報を入力
する

Google等の検索エンジン同
様に、条件にヒットする情
報を一覧表示する

無線LAN環境であ
れば現場でも検索
可能

重要情報で
参照のみの
諸元（台帳）
情報等は
PDF化する

重要情報で頻繁に更新される情報
は、重要情報DBとして管理する

現地確認情報等
を登録する

所との情報連動，モノと履歴との情報連動等が現

場で実現可能であること，が検証できた．本研究

では，この実証実験の結果を反映して，プロトタ

イプシステムの基本となる将来像の概略設計を行

った．（図 4） 
 
 
（2）プロトタイプシステムの運用・評価等の反 
  映 
本研究の検討を通じて最も費用対効果が高いと

された問合せ対応のプロトタイプシステムを現場

事務所に導入し，実業務を通じて運用・評価した．

結果は下表の通りである．（表 2） 
第１回の運用・評価では明確な改善効果が表れ

なかったため，利用者からの意見・要望等を反映

してシステムの改善を行い，第２回の運用・評価

を行った．その結果，次に示すように，検索，入

力時間の短縮や業務改善効果など，システム導入

による改善効果がはっきりと表れた． 
＜東京国道事務所における作業時間の短縮 
（第２回運用）＞  
問合せ件数（H20）： 
事務所全体：2142＋590×4≒4500件  
 ・事務所：2142件 ，万世橋出張所：590件  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問合せ対応（検索＋入力）時間の短縮＝36000 分
＝600時間 
 ・検索時間の短縮：5分/件×4500件＝22500分  
 ・記入時間の短縮：3分/件×4500件＝13500分  
 
研究では，こうしたプロトタイプの実装→運用

→評価→改善実装→運用という PDCA サイクルを，  
平成 21年度に 2回，平成 22年度に 1回の計 3回
を行った． 
これにより，業務要件が明確になるとともに，

コスト削減効果が向上した．本研究の結果は，

プロトタイプの運用・評価を行ったうえでシス

テム調達を行う方法が有効であることを示し

ている．  
 
 
2.3 システムの構築や現場での運用等に必要 
な各種のドキュメントを作成する 

 
システム構築や現場での運用に必要な各種

のドキュメントを標準的な方法論に沿って体

系的に作成した．（表3）  
本研究で作成したこれらのドキュメントの

サンプルは，付録として整理している．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 4 プロトタイプシステムの概略設計 
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第１回運用・評価結果  第２回運用・評価結果  

問合せの履
歴や過去の
対応を検索
する時間  

（短縮時間：なし）  
・検索条件を増し、検索結果表示画面
を改良することで、効率的が良くなる
と考えられます。  

（短縮時間：５分／件）  
・検索機能を改良されたことで、過去の
履歴の検索が容易になった。検索機能を
増やすことで使い易くなる。 
・過去の履歴の蓄積により、検索時間は
現状よりも短縮された。  

問合せ記録
の入力時間  

（短縮時間：なし）  
・手書きとさほど変わりませんでした。 
・システムに慣れることで短縮は見込
まれます。 

（短縮時間：３分／件）  
・前回に比べ、入力条件が改良されたこ
とで、入力時間は短縮された。 
・システムに慣れることでさらに短縮が
見込まれる。 

本システム
による業務
改善された
点  

・メールと連動したことにより、改善
が見られます。 
・キーワード検索ができれば、調べも
のなどの対応に有効となる。 
 
 

・記録の入力時間が短縮されたことによ
り、他の作業に時間を使える。 
・検索機能が充実したことで、過去の履
歴の検索が容易になった。 
・過去の履歴が蓄積されることで、調べ
もの等の対応に有効となる。 

・過去の履歴が蓄積されると、類似事例を参考に回答までの時間が短縮される。 
・維持・修繕の参考資料となる等、業務へのフィードバックが可能となる。 
・受け付けた相談の処理状況を確認できる。 

意見・要望  

・メールの使い勝手の向上 
・印刷機能の改善 
・検索条件（項目）の増加 
・図面が貼り付けられるように 
・入力途中で enter キーを押した場合
の確認メッセージの表示 

・印刷機能の改善 
・検索条件（項目）の増加 
 

研究成果 概要 

道路管理 DMM 道路管理業務の構成要素を「事業」を単位として可視化した。 

道路管理 DFD 業務で使用されている帳票の流れや標準的な業務手順書等を参考に、 
DMMによる各業務機能で扱われる情報とその関連性を可視化した。 

道路管理WFA 分析対象業務に対し、将来（あるべき姿）の業務の手続の流れ、使用帳票、

情報システムとの関係を可視化した。 
GAP分析 現行業務と将来業務の全体像を比較し、改善効果を明らかにした。 

道路管理関連クラ

ス図 
業務プロセスで使用される情報とプロセスの結果蓄積される情報等、情報の

特性に留意し、個々の情報の集約及び継承関係を可視化した。 
 道路管理関連 ER

図 
業務・システムの分析によるデータ体系の要素と既存システムとの関連を確

認し、データの保持範囲やデータ間の関連を可視化した。 

帳票の改善 業務の改善方針、クラス図・ER図のあるべき姿を踏まえ、帳票の改善ポイ
ントを整理し、改善後・統合後の帳票をデザインした。 

既存システム分析 関連する既存システムの業務・技術等を調査・可視化した。また、関連する

システムの課題を分析した。 
技術参照モデル 

(TRM) 
既存システムの採用技術、合理的なマネジメントシステムの具体策を踏ま

え、今後関連システムで適用すべき技術参照モデルを作成した。 
データベース・アー

カイブ設計 
合理的マネジメントシステムで構築すべきデータベースのテーブル定義書

を作成するとともに、アーカイブ化すべき帳票・台帳等を明確化した。 
インターフェイス 

定義書 
既存システムとのインターフェイスが必要な情報や手続きについて、インタ

ーフェイス定義書を作成した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 2 問合せ対応プロトタイプシステムの評価（平成 21年度分抜粋） 

表 3 ドキュメント体系 
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 手順 作業概要 ドキュメント 管理体制(案)

プロジェクトの開始
プロジェクトの目的・対象・概要・担当者を設定し、

業務・システム分析を開始する
プロジェクト定義表

現状分析 (As-Is) 既存(前年)のドキュメント呼出し＋担当者から現
状のヒアリング、現行帳票の調査

DMM, DFD, WFA, ER図, 帳
票クラス図,  実態CRUD表

プロジェクト
リーダー

現場責任者

改善策検討
現状分析手順で作成した文書を元に、現場担当
者を交えて議論し、課題および対応策を明確化

業務課題・対応策整理表 現場責任者

改善策決定
(To-Be)

改善効果が高いと想定される業務に絞り、To-Be
に関する文書を作成

WFA, 帳票ｸﾗｽ図,ER図, 帳票
改善方針, DB・ｱｰｶｲﾌﾞ設計書

プロジェクト
リーダー

プロトタイプ構築・
運用

改善策(To-Be)を基に、プロトタイプを構築、改善
効果の確認とシステム調達に向けた要件を確認

ﾃｰﾌﾞﾙ定義書、ﾌﾟﾛﾄﾀｲﾌﾟ操
作ﾏﾆｭｱﾙ、ﾌﾟﾛﾄﾀｲﾌﾟ意見表

現場責任者

システム調達
整理された業務要件からRFIを実施後、費用対効果を
精査した上で、調達仕様書(RFP)を作成、調達を行う

RFI(情報提供依頼)文書、
RFP(提案依頼)文書

個別現場
責任者

プロジェクトの完了
次のプロジェクトで再利用可能なように、作成され
た文書を整理し文書管理台帳を作成

文書管理台帳
プロジェクト
リーダー

次のプロジェクトの開始

 システム名 システム概要 

○ 道路巡回支援システム 巡回業務により取得した情報を登録するシステム 

○ 
路上工事情報提供システ

ム 

施工業者が路上工事を行う際に入力し住民等へ情報提供を行うシ

ステム 

○ みちパトシステム 災害発生時に現地情報を携帯電話で入力し、情報を送信する。 

○ 
MICHI システム 橋梁台帳や橋梁点検データ及び照明台帳等の主に帳票が入ってい

る 

○ 道路現況ビデオシステム 車載カメラで 360 度撮影した映像を保管 

 

また，今後，事業を推進する際にこれらのド

キュメントを適切に管理するための管理手順を，

経済産業省の「システム管理基準」の「共通業

務 ドキュメント管理」を参考に検討し提示し

た．（図5）  
 
 
2.4 既存システムを考慮した改善計画， 

ＩＴ導入計画をとりまとめる 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（1）既存システムを考慮した改善計画 
本研究では，業務改善の視点から理論的にシス

テム設計を行ったが，実装の際には，適用範囲

をどのように設定するか，どのような技術を採

用するか等，関連する既存システムとの整合を

図る必要がある．  このため本研究では，研究
対象業務と関連する既存システムの棚卸を行

い，採用する技術参照モデル（ＯＳ，データ管

理，ＤＢアクセス，データ交換，通信基準等）

やインターフェイス定義などを設定した．（表

4）（表5）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 ドキュメント管理手順（案） 

表 4 考慮すべき既存システム 
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対象 適応技術 

ＯＳ Ｗｉｎｄｏｗｓベース 

データ管理 ＲＤＢＭＳ 

データベースアクセス ＯＤＢＣ、ＳＱＬ 

データ交換 ＸＭＬ、ＣＳＶ 

通信サービス ＴＣＰ／ＩＰ 

 

RFIの目的の明確
化

ﾌﾟﾛﾄﾀｲﾌﾟで明確になった業務要件からｼｽﾃﾑ調達
仕様書を作成するために不足する情報を明確化

業務要件
システム要件(案)

手順 作業概要 ドキュメント

IT企業への依頼 RFIの目的に合わせて依頼先IT企業を選定し、
RFI文書で、情報提供の依頼を行う RFI文書

2日間

期間

打診から依頼まで
平均12.4日間※

依頼先各社との
質疑応答

RFI文書に関する質疑応答を行う過程で、ｼｽﾃﾑ
仕様を明確化

RFI文書の改訂
(もしくは質疑応答の記録)

(依頼から回答まで
の時間と同義)

依頼先各社からの
回答

依頼先各社からのRFIへの回答を取得し、
必要に応じて、質疑応答を行う。

依頼先各社からのRFI
への回答

依頼から回答まで
平均17日間※

RFI回答内容の評
価と課題の整理

各社のRFIへの回答を精査し、技術的、コスト的
な課題を整理。

システム導入上の
課題整理

5日間

システム改善方針
の作成

ｼｽﾃﾑ導入上の課題と、導入により改善される効
果を比較検討し、ｼｽﾃﾑ改善方針を作成

システム改善方針
(RFP) 5日間

※平均とは、今回RFIを実施した各社の実績値の算術平均

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（2）情報提供依頼（RFI） 
 ＩＴの導入にあたっては，適切な技術を適切

な価格で調達するため，情報提供依頼(RFI)とい
う手続きを採用することも多い．本研究では，

適切なＩＴ導入計画を策定するため，研究の一

環として情報提供依頼（RFI）を行った．（図6） 
また，プロトタイプからシステム導入まで

の各工程で，何らかのシステム仕様書が作成

される．しかし，各工程での要件は，工程初

期段階からすべて明確になっているものでは

なく，各工程で，段階を追って要件が明確と

なっていく．本研究では，RFIのプロセスを通
じて，システムを導入する際の調達仕様書作成

までの流れを明確にし，業務要件，システム要  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
件，プロジェクト要件，保守運用要件に必要

となる構成要素をとりまとめた．（表6）  
 

（3）システム導入に向けた試算 
 システム改善方針を決定する上で最も重要となる

のは，システムへの投資が，期待される効果に見合

うものかどうかという点にある．ここでは，システ

ム改善方針の判断材料とするために，コスト削減効

果と導入に必要な費用の試算を実施する．試算にあ

たっては，関係機関と協議のうえ，導入パターンを

①国道事務所単位で導入する，②地方整備局全体で

導入する，に大別した． 
 
 

表 5 技術参照モデル 

図 6 RFI～改善方針の手順 
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要件種別 IT企業に提示する内容 IT企業が提案する内容 

業務要件 
(プロトタイプ
の導入・評価で
明確化) 

1. 目的・背景 
2. 業務環境図・組織図 
3. 職務分掌・業務内容 
4. 業務フロー 
5. 外部インタフェース 
①画面 
②帳票 
③ファイル 
④他システム連携 

6. データ定義・データ処理仕様 
7. 業務用語・コード体系 

1. 概算費用
2. 納品物一覧 
3. 提案の特長 
4. 提案の前提 
5. システム設計方針 
6. データベース設計方針 
7. 他システム連携設計方針 
8. プログラム実装方針 
9. テスト実施方針 
10. システム導入方針 
11. その他・会社概要など 

システム要件 
(プロトタイプ
システムの実績
値と、RFIの回
答から検討す
る。) 

1. 概念データモデル 
2. サブシステム構成 
3. システム機器配置構成案 
4. ネットワーク構成 
5. ユーザ数と権限種別など 
6. セキュリティ要件 
7. 運用スケジュール 
8. データ量（現状と将来見込み） 
9. 品質/性能要件 
10. 障害対策要件 
11. 現行システム構成など 
12. その他 

1. システムアーキテクチャ 
2. 基本ソフト構成 
3. ハード機器構成 
4. 課金・価格表 
5. 機能・品質保証 
6. 障害対策運用 
7. セキュリティ対策 
8. その他・カタログ・導入事例 

プロジェクト 
要件 

(RFP文書作成
段階で検討) 

1. マスタースケジュール
2. 受入・検収体制 
3. 運用体制 
4. 開発場所等の制約 
5. 開発機器 
6. 貸与資料・設備機器 
7. システム移行方針 
8. 開発保守標準 
9. 業者選定評価基準 
10. その他 

1. 詳細スケジュール
2. プロジェクト体制 
3. 進捗会議 
4. 品質保証 
5. 開発手法 
6. 納品保証 
7. 教育研修 
8. 想定されるリスク 
9. 変更管理 

保守運用等 
契約要件 

(RFP文書作成
段階で検討) 

1. 発注方式 
2. 検収方法 
3. 支払い条件 
4. 瑕疵担保要件 
5. 保守要件 
6. 機密保持契約要件 
7. 権利の帰属 
8. その他特約事項 

1. 障害対応体制
2. 保守対応体制 
3. その他 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
a）システムを導入した場合のコスト削減効果の試  
  算 
プロトタイプ導入・評価結果から，東京国道事務

所では年間 1,125時間のコスト削減効果が期待でき
る．この削減時間を費用に換算するため，現場担当

者の時給を 1,500 円 /時と仮定すると，年間
1,687,500円のコスト削減効果が期待できる． 
 
1,125時間 / 年 × 1,500円 / 時= 1,687,500円 / 年 
一方，関東地方整備局全体では，15の国道事務所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
(河川国道事務所を含む)があり，東京国道事務所と 
同程度と思われる事務所が他に 3事務所ある．ここ 
では，以下の 3つの導入規模を仮定し，本システム
を導入することによる効果を試算した． 
 

① 東京国道事務所だけに導入する場合 
② 東京国道と同規模の 4国道事務所に導入す

る場合（効果は単純に４倍とする） 
③ 関東地方整備局全体（15事務所）に導入す

る場合（効果は 10倍とする） 

表 6 RFP段階でのシステム仕様書への記載項目と，IT企業からの提案項目（例） 
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導入規模 1年 2年 3年 4年 5年

①1国道事務所の場合 ¥1,687,500 ¥3,375,000 ¥5,062,500 ¥6,750,000 ¥8,437,500

②4国道事務所の場合 ¥6,750,000 ¥13,500,000 ¥20,250,000 ¥27,000,000 ¥33,750,000

③関東地方整備局全体の場合 ¥16,875,000 ¥33,750,000 ¥50,625,000 ¥67,500,000 ¥84,375,000

 ①国道事務所単位で導入 ②地方整備局全体で導入 

ユーザー数 登録ユーザー数250 

同時接続ユーザー数10 

登録ユーザー数3,750 

同時接続ユーザー数150 

セ キ ュ リ テ

ィ要件 

正規職員のみが、関東地方整備局内LANへ直接アクセスできる。 

局外にデータを置くことはできない。 

運用期間 基本的に営業時間中の動作が確保されていればよい 

5年間のデー

タ容量 

データ: 550MB 

添付ファイル: 84.3GB 

データ: 8.25GB 

添付ファイル: 1.26TB 

品質/性能要

件 

プロトタイプと同等の性能が維持

されていること 

プロトタイプと同等の性能が維持

されていること 

障 害 対 策 要

件 

データのバックアップと、バックア

ップからの復旧は、翌日までの対応

が可能なこと 

ユーザーへの影響範囲が大きくな

るため、システムの二重化などの耐

障害性を持たせることが望ましい。

シ ス テ ム の

ア ー キ テ ク

チャ 

汎用製品を利用した、安価なシステ

ム構成でも対応可能 

二重化などの耐障害性と、プロトタ

イプ・システムと同等の性能を維持

できるシステム構成が必要。 

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
上記の仮定を基に試算した，1～5年間のコ

スト削減効果を示す．（表7）  
 
b）システム導入に必要となる費用 
情報提供依頼(RFI)の結果と考察から，相談受付対

応業務の場合，スクラッチによる開発で，かつ，自

社内で運用する方が好ましいとの方向性が見出せた．

費用を試算するにあたり，どのような範囲と規模で

システムを導入・運用していくかが大きな影響を与

える．ここでは，以下の 2つの場合を想定し，必要
となる費用を試算する． 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 国道事務所単位にそれぞれシステムを導
入・運用する場合 

② 関東地方整備局全体で一つのシステムを
導入・運用する場合 

  
まず，試算を行うに当たり，① , ②それぞれ

の場合におけるシステム仕様を明確化する必要

がある．これまでの東京国道事務所でのプロト

タイプ導入・評価の結果から，主要なシステム

仕様は上記の通りとなる．（表8）  
 

 
 

表 7 導入規模別コスト削減効果試算結果 

表 8 システム導入計画検討の際の条件比較 
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 1国道事務所のみに
システムを導入する
場合

① 15国道事務所、それぞ
れに別のシステムを導入
する場合

② 関東地方整備局全体
で、1システムを導入す
る場合

アプリケーション開発費用など ¥618,000 ¥618,000 ¥4,618,000
ハードウェア費用 ¥500,000 ¥7,500,000 ¥14,363,577
ハードウェア設定費用 現場で対応 現場で対応 ¥4,600,000
アプリケーション保守費用(年額) ¥618,000 ¥618,000 ¥618,000
ハードウェア保守費用(年額) ¥50,000 ¥750,000 ¥522,750
SE保守費用 (年額) 現場で対応 現場で対応 ¥4,800,000
初年度費用 ¥1,786,000 ¥9,486,000 ¥29,522,327

　 1年 2年 3年 4年 5年
期待される効果 ¥1,687,500 ¥3,375,000 ¥5,062,500 ¥6,750,000 ¥8,437,500
必要な費用 ¥1,786,000 ¥2,454,000 ¥3,122,000 ¥3,790,000 ¥4,458,000
投資対効果 ¥-98,500 ¥921,000 ¥1,940,500 ¥2,960,000 ¥3,979,500

 1年 2年 3年 4年 5年
期待される効果 ¥6,750,000 ¥13,500,000 ¥20,250,000 ¥27,000,000 ¥33,750,000
必要な費用 ¥3,436,000 ¥2,604,000 ¥3,272,000 ¥3,940,000 ¥4,608,000
投資対効果 ¥3,314,000 ¥10,896,000 ¥16,978,000 ¥23,060,000 ¥29,142,000

　 1年 2年 3年 4年 5年
期待される効果 ¥16,875,000 ¥33,750,000 ¥50,625,000 ¥67,500,000 ¥84,375,000
必要な費用 ¥9,486,000 ¥3,154,000 ¥3,822,000 ¥4,490,000 ¥5,158,000
投資対効果 ¥7,389,000 ¥30,596,000 ¥46,803,000 ¥63,010,000 ¥79,217,000

 1年 2年 3年 4年 5年
期待される効果 ¥16,875,000 ¥33,750,000 ¥50,625,000 ¥67,500,000 ¥84,375,000
必要な費用 ¥29,552,327 ¥35,523,077 ¥41,493,827 ¥47,464,577 ¥53,435,327
投資対効果 ¥-12,677,327 ¥-1,773,077 ¥9,131,173 ¥20,035,423 ¥30,939,673

① 1国道事務所に導入した場合(国道事務所単位にシステムを導入 )

② 4国道事務所に導入した場合(国道事務所単位にシステムを導入 )

③ 15国道事務所に導入した場合(国道事務所単位にシステムを導入 )

④ 関東地方整備局全体を1つのシステムで運用する場合

また，これを前提として，初年度の導入費用，保

守費用を試算したものが（表 9）である．なお，本
研究で開発したシステムをそのまま，既存のＰＣに

入れて運用する場合には，表中のアプリケーション

開発費，ハードウェア費用等が不要となる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（4）システム改善方針 
 これまでの検討でコスト削減効果と，必要なコス

トが得られた．これらをまとめると以下の通りとな

る．（表 10） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 9 初年度費用（初期費用＋年額保守費用）試算結果 

表 10 導入ステップごとの投資対効果の試算 
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上表より，まず，事務所単位に，段階的にシステ

ムを導入する方が，関東地方整備局全体で 1つのシ
ステムを導入するよりも，投資対効果が大きいこと

がわかる．全体で 1つのシステムを運用する場合は，
初期投資も大きくなる傾向があり，リスクも大きい．

また，事務所単位にシステムを導入する場合も，ま

ず規模の大きな 4事務所へシステムを導入して効果
を確認してから，それ以降の 11事務所へは段階的に
導入することで，初期投資のリスクを抑えることが

できる． 
 一方，関東地方整備局全体で 1つのシステムを運
用する場合は，情報共有およびデータ分析が容易に，

かつリアルタイムに行うことができるというメリッ

トがある．しかしながら，本業務の場合，国道事務

所を超えた情報共有をリアルタイムで行う必要がな

く，夜間バッチ処理などで，別途データを集約する

ことで情報共有を行えば問題がない． 
 以上の検討から，システム改善方針は，以下のよ

うになる． 
 平成 22年度に開発した相談受付対応プロ
トタイプ システムを，現場に合わせて拡
張し，数か所の国道事務所に導入する． 

 初期導入した国道事務所でシステム導入
効果を確認し，順次広げることで，初期投

資のリスクを抑える． 
 関東地方整備局全体で情報共有やデータ
分析が必要な場合は，バッチでデータを集

約して利用．集約したデータは，各国道事

務所のバックアップとしても利用する． 
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第３章 研究成果 

 
本研究の成果は，道路管理業務を対象として，

「ＩＴを活用した合理的な事業マネジメントシス

テム」の方法論を研究開発し，その方法論を用い

て，現場に適用可能なシステムを開発し，そのシ

ステムが実際の業務に導入されたことである．本

研究で研究開発した方法論を用いれば，他の分野

においても，現場職員が中心となって業務改善を

行い，その成果をドキュメントとして適切に管理

し，必要に応じて適切な費用でシステム化するこ

とが可能となる． 
以下に，「ＩＴを活用した合理的な事業マネジ

メントシステム」の方法論を示す． 
 
3.1 現場業務を対象とした業務システム最 

適化の方法論 
   

情報システムに関する標準的な方法論で

あるＥＡ（Enterprise Architecture）をベー
スに，業務課題の検討からシステム構築にい

たる一連の手順を再構築し，それに伴って作  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
成するドキュメント（課題・対応一覧，ＤＭ

Ｍ，ＤＦＤ，ＷＦＡ，クラス図，ＥＲ図，Ｃ

ＲＵＤ表，改善効果分析，ＲＦＩ，システム

仕様書等）を体系化した．（図7）  
この方法論の特徴は，①業務課題・対応策等

を検討・評価する「改善計画 (Planning Archit
ecture)」を位置づけたこと，②現場の実態を
可視化する方法「実態CRUD表」を提案したこ
と，③現場における情報の利用実態から情報の

重要度という客観的なモノサシをもとにクラ

ス図，ＥＲ図を作成したこと，である．  
上記の検討手順における具体的な作業内容は，以

下の通りである． 
 
(1) 現場担当者からのヒアリングを行い，事業全般
を機能構成図(DMM)上に整理し，現状(As-Is)を
確認する． 

(2) 現場担当者からのヒアリングを行い，業務全般
を機能情報関連図(DFD)上に整理し，現状(As-Is)
を確認する．  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

図 7 業務システム最適化のための検討手順 
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(3) DMMや DFDで概要を把握した業務について，
既存帳票やシステムを調査して，業務流れ図

(WFA)を作成．現状(As-Is)の業務の流れを確認
する． 

(4) 既に利用されている帳票から項目を抽出し，異
なる帳票間での項目の依存関係 (帳票 Aの項目
1の内容を帳票 Bの項目 2へ転記しているなど)
を UMLクラス図のプロパティ (項目)と継承関
係で表現し，帳票クラス図として整理する．(帳
票クラス図は，UMLクラス図の表記を利用して
いるが，メソッドは記載されず，システム開発

に必要なクラス設計を行うものではない) 
(5) 手順(4)で作成した帳票クラス図を基に，重要な
情報や今後の改善の核となる帳票を決定し，実

態関連図(ER図)を作成する．手順(4)～(5)は，
繰り返し行い，実際の業務の観点から ER図の
整理(帳票間で重複する無駄な項目を排除)を行
う． 

(6) 手順(3)で作成したWFAから”手順名称”を抽出
し CRUD表の横軸へ，手順(5)で作成した ER図
の項目を CRUD表の縦軸へそれぞれ展開し，
CRUD表を作成する．作成された CRUD表を集
計し，頻出する ER図の情報項目を ABC分析を
使い，明確にする． 

(7) 手順(2)～(6)の成果物 (DMM, DFD, WFA, 帳票
クラス図, ER図, CRUD表)に可視化された業務
について議論を行い，業務ごとの課題と対応策

を，”業務課題・対応策整理表”に整理する． 
(8) 手順(4)～(7)の成果物 (帳票クラス図, ER図, 

CRUD表)を利用し，今後の継続的な改善の核と
なる現行帳票を決定する．核となる現行帳票に

統合できる帳票を選別したり，統廃合される帳

票に存在して，核となる現行帳票に存在しない

項目を，核となる現行帳票に追加するなどの改

善方針を決定する． 
(9) 手順(4)～(8)の成果物を基に，議論を行い，注目
する業務についてのあるべき姿(To-Be)を，DFD, 
WFA, CRUD表, 帳票クラス図, ER図として可
視化する． 

(10) 手順(4)～(9)の成果物を基に，システム化に向け
た”データベース アーカイブ設計書”，”テーブル
定義書”，“インターフェイス定義書”，および“技
術参照モデル(TRM)”を作成する． 

(11) 手順(10)までの成果を基に，プロトタイプシス
テムを構築・試用し，業務要件を明確にする． 

(12) 手順(10)で明確にした業務要件を基に，情報提
供依頼(RFI)を IT企業に対して行う．RFIは，業
務要件以外のシステム要件，プロジェクト要件，

保守運用等契約条件を明確にするために，IT企
業各社から情報収集を行う．集まった情報を基

にシステム導入に向けた課題を抽出した上で，

システム改善方針を決定する． 
(13) 手順(12)までの成果を基に，提案依頼(RFP)を IT
企業に対して実施する． 

(14) 手順(13)の提案から最適な提案を選定し，発
注・契約のための条件を調整し，システムを構

築・導入する． 
 
実際に上記の手順を，道路維持管理業務の分析に

適用した場合，以下の文書が生成される． 
(1) 業務課題・対応一覧 
(2) 道路管理関連 DMM 
(3) 道路管理関連 DFD 
(4) 道路管理関連WFA 
(5) 道路管理関連帳票クラス図 
(6) 道路管理関連 ER図 
(7) 道路管理関連 CRUD表 
(8) 課題・対応策の整理 
(9) 道路管理関連WFA (To-Be) 
(10) 道路管理関連WFAによる改善効果分析 
(11) 道路管理関連帳票クラス図 (To-Be) 
(12) 道路管理関連 ER図 (To-Be) 
(13) 帳票の改善方針 
(14) データベース・アーカイブ設計書 
(15) インターフェイス定義書 
(16) 技術参照モデル 
(17) プロトタイプシステム関連文書 
(18) 情報提供依頼(RFI)文書 
(19) 提案依頼(RFP)文書 
(20) システム仕様書 
システム導入後，システム導入の効果を確認した

上で，新たな業務改善のサイクルを始める． 
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3.2 費用対効果の高いシステムの設計・開 
  発 

 
本研究では，ＷＦＡ，課題一覧によって

対象業務の流れと課題を可視化し，これに

基づいて現場職員からのヒアリング等によ

り実際の所要時間等を詳細に分析し業務改

善による時間短縮効果等の試算を行った．

その上で，プロトタイプシステムを現場で

運用し実際の改善効果について調査したと

ころ，事前の試算値と近い結果となった．

（図8）  
また，プロトタイプシステムに対する現

場からの意見・要望を踏まえてシステム改

良を行った結果，定量的，定性的ともに大

きな改善効果を得た．  
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
これらの結果から，業務分析に基づいて

システム開発の効果を試算し優先順位を設

定し，プロトタイプシステムを用いてPDCA
を回す仕組みは，費用対効果の高いシステ

ムを実現するうえで有効であることを示す

ことができた．  
 

a）ドキュメント管理の仕組み  
上記の方法論で作成される一連のドキュメ

ントを適切に管理し再利用できるよう，一連

の業務・システム分析をプロジェクト捉えた

ドキュメント管理手順（案）を提案するとと

もに，Microsoft Excelの標準的な機能を活用  
して，業務・システムの分析結果をドキュメ

ント体系に基づいて登録でき，業務種別と文

書種別の両面から過去の文書を容易に検索で  
 
 
 

図 8 業務改善効果の分析方法 
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きる仕組みを構築した．（図9）  
これにより，文書管理体制を明確にすると

ともに，人事異動等の際に正確な情報を容易

に引き継ぐことが可能となる．  
 
b）業務改善分析支援ツール  
業務分析・改善の関連文書を効率的に作成

し，再利用可能な形態で管理していくため，  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ａ）に示した業務システム最適化の体系

に基づき，①関連文書のテンプレート化と

作成支援機能，②文書管理機能を具備した，

業務改善分析支援ツールを開発した．  
（図10）  
当該ツールは石川とMicrosoft社が共同開発し
た Ea-sy Methodツールをベースとしている． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 9 ドキュメント管理システム 

図 10 分析支援ツールでサポートされるドキュメントの関連 
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第４章 まとめ 

 
4.1 研究成果の道路行政への反映 
 
（1）問合せ対応業務の高度化 
問合せ対応システムを活用し，問合せ情報の内

容を分析することにより，業務の高度化を図るこ

とが可能である．例えば，下図に示すように，相

談内容の傾向を様々な角度から分析することによ

り，発生傾向の把握や原因究明等に活用し適切な

対応に結びつけることが可能となる．（図11） 
 
（2）地方公共団体との情報連携 
本研究で開発した問合せ対応システムは，複数

のシステム間で連携できるように設計しているた

め，一般からの情報提供を組織を超えてストレス

なく情報交換することが可能である．東京国道事

務所では平成２３年度から本システムの実運用を

開始しており，また東京都も同様の取り組みを検

討中である．地方公共団体のシステム等と連携し

情報交換することにより利用者に対するワンスト

ップサービスを実現できる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
（3）道路管理業務の改善 
本研究では，費用対効果の高い問合せ対応，橋梁

緊急点検を対象にシステム開発を行ったが，その他

の業務についても業務分析を行い改善点の抽出を行

っている．情報システムを導入しなくとも業務改善

を行うことは可能である．本研究の分析結果を参考

に，不要な手続きの廃止や帳票様式の見直しなど，

現場主導で即効性のある業務改善ができる． 
 
4.2 研究の今後の課題・展望等 
 
（1）「ＩＴを活用した合理的な事業マネジメント
システム」の方法論の適用と改善 
 本研究により「ＩＴを活用した合理的な事業マ

ネジメントシステム」の方法論を開発することが

できた．今後は，この方法論の結果を適用して道

路行政の業務改善を進めるとともに，適用事例の

集積を通じて方法論そのものをブラッシュアップ

することができる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 11 相談内容の傾向分析 
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また，この方法論は，道路行政だけでなく現場業

務を持つ河川行政などの他分野にも適用可能であ

る．このため，幅広い分野への適用を通じて，よ

り汎用的な方法論として確立されることが期待さ

れる． 
 
（2）問合せデータを用いた情報分析 
 本研究で開発した問合せシステムを活用して，

一般から寄せられた意見・要望等の内容を蓄積し

て“見える化”することにより，道路施設の状態

や利用者の意見などを様々な角度から俯瞰するこ

とが可能となる．また，一般から寄せられた意見・

要望等のデータと現場で発生する様々な事象との

相関分析や寄せられた意見を用いたテキストマイ

ニング等，先進的な情報技術を活用した分析を行

うことにより，道路政策の質の向上に資する新し

い知見を得られるものと期待される． 
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帳票名

鋼製パイルベント橋脚の緊急点検の実施について（事務連絡：平成20年6月6日）

鋼製パイルベント橋脚の二次緊急点検の実施について（事務連絡：平成20年7月10日）

中空床版における円筒型枠に関する施工中の留意点及び緊急点検の実施について（依頼）（事務連絡：平成19年11月21日）

橋梁基礎の洗掘に係る点検の実施について（事務連絡：平成19年10月12日）

橋梁における第三者被害予防措置要領（案）による対策橋梁の点検の実施について（事務連絡：平成19年5月28日）

橋梁における第三者被害予防措置要領（案）による対象橋梁の確認点検の実施について（事務連絡：平成19年10月11日）

直轄国道の鋼トラス橋に係る現状把握について（事務連絡：平成20年1月8日）

耐震対策を集中的に実施するネットワーク及び防災・防雪対策を集中的に実施するネットワーク等についての確認
（事務連絡：平成19年10月1日）
・ 様式１　緊急輸送道路の橋梁数　都道府県別一覧（平成20年3月末見込み）
・ 様式３　道路防災総点検進捗状況（平成20年3月末見込み）
・ 様式４　大規模な地震により通行不能となる恐れのある橋梁　都道府県別一覧表

緊急輸送道路の橋梁耐震補強の進捗状況調査及び緊急輸送道路等の橋梁現況調査について（作業依頼）
（事務連絡：平成19年4月11日）
・ 調査１　一般国道指定区間（直轄国道）及び緊急輸送道路の橋梁現況調査　様式１
・ 調査２　鉄道在来線及び直轄国道を跨ぐ橋梁現況調査　様式２

緊急輸送道路等における橋梁の耐震補強の進め方について（事務連絡：平成19年10月10日）

直轄国道における橋梁耐震補強の当面の進め方について（事務連絡：平成19年11月27日）
・ 別添　耐震ネットワークにおける耐震補強橋梁調査票２

平成19年度における休日期間中の災害，事故等規制状況報告について（依頼）（事務連絡：平成19年4月1日）

平成19年度直轄管理区間施設現況調書について（依頼）（事務連絡：平成19年5月8日）

【依頼】直轄管理自専道の管理体制について（事務連絡：平成19年4月10日）

土系舗装の施工箇所候補の選定について（依頼）（事務連絡：平成19年5月16日）

道路防災対策工の進捗状況調査等について（依頼）（事務連絡：平成19年6月29日）

凍結防止剤使用実態に関する調査について（依頼）（事務連絡：平成19年6月29日）

拠点的な空港・港湾へのアクセス道路の延長（道路種別毎）（事務連絡：平成19年10月29日）

路上工事に関する資料作成等について（事務連絡：平成19年11月26日）

発災時の被害把握手段の現状調査について（依頼）（事務連絡：平成19年11月26日）

平成20年度の防災・防雪対策の進捗見通しについて（事務連絡：平成19年12月12日）

平成18年度除雪事業等の実績について（依頼）（事務連絡：平成19年4月5日）

平成20年度概算要求（雪寒費）ヒアリングの資料作成について（事務連絡：平成19年5月25日）

溶接部を有する標識柱の緊急点検の実施について（事務連絡：平成19年5月22日）

平成20年度　直轄維持修繕関係概算要求ヒアリングについて（事務連絡：平成19年5月31日）

平成18年度精算額調書の作成について【作業依頼】（事務連絡：平成19年6月15日）

平成20年度補助国道事業の概算要望について（依頼）（事務連絡：平成19年11月1日）

平成19年度　維持修繕費保留解除参考資料の提出について（依頼）（事務連絡：平成19年10月3日）

平成19年度補正予算（ゼロ国債）に係わる作業について（依頼）（事務連絡：平成19年11月27日）

直轄国道における除雪費の実態調査について（事務連絡：平成20年1月25日）

補助国道，地方道における維持管理費内訳及び人件費調べについて（事務連絡：平成20年1月17日）

平成15年度～平成17年度における沿道環境改善事業費（修繕）の低騒音舗装調べ

平成19年度除雪事業等の実績について（依頼）（事務連絡：平成20年3月27日）

参考資料・文献 
（研究対象文書：現場帳票，現況調書（台帳）） 

(1) 分析対象帳票一覧（1/2） 
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帳票名

①苦情対応（行政相談処理），業務帳票：1.行政相談処理表

①苦情対応（行政相談処理），業務帳票：3.巡回処理打ち合わせ書

①苦情対応（行政相談処理），業務帳票：4.巡回処理作業日報

②道路巡回（道路パトロール），業務帳票：5.パトロール予定表

②道路巡回（道路パトロール），業務帳票：6.パトロール日誌

②道路巡回（道路パトロール），業務帳票：8.巡回処理打ち合わせ書

②道路巡回（道路パトロール），業務帳票：9.巡回処理作業日報

③事故対応、業務帳票：16.巡回処理打ち合わせ書

管理台帳：1.道路台帳（平成19年度調査より）

管理台帳：3.舗装調書（平成19年度調査より）

管理台帳：4.　橋調書（平成19年度調査より）

マニュアル等借用資料名

既設橋梁の耐震補強マニュアル（案）（作成年月：平成17年2月）

直轄道路災害復旧マニュアル（案）（作成年月：平成13年12月）

道路巡回マニュアル　本編　（案）（作成年月：平成17年11月）

道路巡回マニュアル　参考編　（案）（作成年月：平成17年11月）

道路巡回支援システム保守管理要領　（案）（作成年月：平成17年11月）

道路管理DBS（パンフ）

道路巡回支援システム（パンフ）

道路占用許可事務処理マニュアル（作成年月：平成17年度版）

道路管理の手引き（作成年月：平成12年9月）

異常気象時における通行規制区間及び道路通行規制基準（作成年月：平成19年度）

事故・災害時の情報伝達（作成年月：平成19年7月）

道路管理の手引　第３次改訂（作成年月：平成12年9月）

共同溝（改訂版）（作成年月：平成3年3月）

共同溝整備要領　平成２年３月（作成年月：平成2年3月）

道路巡回支援システム操作説明書（作成年月：平成16年10月）

ビデオデータ検索システム（パンフ）　（道路現況ビデオシステム）

統合型MICHI利用マニュアル　地図操作編　3.2版

統合型MICHI利用マニュアル　基本台帳システム編　1.4版

統合型MICHI利用マニュアル　自由検索システム編　2.2版

みちパト関東・管理系　操作マニュアル（作成年月：平成20年2月）

みちパト関東・工事系　操作マニュアル（作成年月：平成20年2月）

 (1) 分析対象帳票一覧（2/2） 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

(2) 分析対象マニュアル一覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※上記の研究対象業務に関連すると思われるマニュアルなどを確認し，ＤＦＤやＷＦＡに記載されている全ての

マニュアルを対象とした． 

※上記の研究対象業務に関する現場の帳票，台帳など，ＷＦＡに登場する業務に使用する全ての文書を対象とした． 
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業務名

電子野帳システム調査検討業務（H12)

岡山地域ITS総合計画検討業務（H14）

岡山地域ITS展開検討業務（H15）

道路管理のあり方および管理手法等に関する検討業務（H17）

直轄道路の効率的な道路管理検討業務（H17）

公物管理におけるユビキタス技術利用検討業務（H17）

道路管理データベースの活用検討業務（H17）

CLAS/EC整備検討（新計画）業務-維持管理段階で必要な情報の電子納品検討会（H17）

業務資料電子化共有の在り方検討業務（H17）

CLAS/EC整備検討（新計画）業務-業務プロセスの分析(大宮国道)（H18）

業務資料電子化共有システム構築支援業務（H18）

業務資料電子化共有システム評価検討他業務（H19）

国道事務所における知識や情報の共有化に関する検討業務（H15）

知識の共有と利活用による事務所の業務改善に関する検討業務（H16）

社会資本の管理技術の効率化・高度化に関する調査検討業務（H17）

道路巡回業務の高度化に関する検討業務（H17）

先端技術を活用した社会資本の維持管理技術に関する調査検討業務（H16）

情報技術を用いた新サービスの提供に関する調査検討業務（H16）

(3) 既存研究レビュー対象一覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（事務局からの通知された原稿受理日（？））  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※本研究に関連すると思われる既存の研究成果についてレビューを行った． 
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情
報
収
集

情
報
管
理

情
報
活
用

頻
度

影
響
度

維持修
繕事業

維持修
繕業務

道路巡
回

○
点検履歴・諸
元情報確認

A-8-1

巡回中、附属物、照明灯の管
理番号は確認できるが、諸元情
報がその場で確認できないた
め、異常を発見した場合の対策
検討に時間がかかる。

点検履歴や補修履歴は、構造物単
位となっていないことが多く、履歴の
確認が困難であったり、多大な時間
を要する。

中 小

構造物の固有情報を、現地で記録、変
更、消去、閲覧し、また固有情報から
他のデータベース情報を読み出せる無
線ICタグを利用した入力・更新の仕組
み

維持修
繕事業

維持修
繕業務

道路巡
回

○
点検履歴・諸
元情報確認

A-8-1 同上

アセットマネジメントにあたり、損傷
に関する経年データが必要。

中 中

ひび割れ、亀裂を検知するAEセンサの
適用、塩化物イオン量を計測する塩化
物イオンセンサの適用、腐食を検知す
るACMセンサの適用

維持修
繕事業

維持修
繕業務

道路巡
回

○ 点検 A-8-1 同上

定期点検回数が1回／5年になり、
点検内容も詳細にする必要がある
ため、点検費用が増加。しかし、延
命のため、点検を適切に実施する
必要がある。

小 中

センサー利用による点検回数の縮減、
費用の削減可能性はある。また、ICタ
グにより点検を効率的に実施できると
ともに、センサーによるリアルタイムな
管理を行う。

維持修
繕事業

問合せ
対応

○ 図面検索 A-2

同じ道路区間に存在する情報
でも、検索するシステムや台帳
がバラバラであり、業務上必要
な情報を集めるのにそれぞれを
参照しなければならず時間がか
かる。

点検の対象とする橋梁の図面を探
すのに時間がかかる。

大 小

ICタグのIDと図面をリンクすることで効
率化

維持修
繕事業

問合せ
対応 ○ 図面確認 A-2

点検時に現場と図面の照合作業に
手間がかかる。 大 小

橋梁にICタグを設置することで図面と
の照合を素早く実施

維持修
繕事業

問合せ
対応 ○

点検結果整
理

A-2
点検結果を手作業で整理するた
め、人手が掛かるとともに作業に時
間がかかる。

大 小
ICタグのIDをキーに点検結果を整理す
ることで効率化

維持修
繕事業

問合せ
対応 ○ ○

点検履歴・諸
元情報確認

A-2
過去の点検結果を確認するための
資料検索に時間がかかる。 大 小

ICタグのIDをキーに点検結果を整理す
ることで効率化

対応策
業務の課題
（ヒアリング、既存報告書から抜粋）

重要課題国道事務所業務分類

業務区分

業務
キーワード

対応す
るＷＦＡ

 

付録：関連ドキュメント 

（サンプル）  

No 資料名 

1 業務課題・対応一覧  
2 道路管理関連DMM 
3 道路管理関連DFD 
4 道路管理関連WFA 
5 道路管理関連クラス図  
6 道路管理関連ER図  
7 道路管理関連CRUD表  
8 課題に対する対応策の評価  
9 道路管理関連WFA（To-Be）  
10 道路管理関連WFAによる改善効果分析  
11 道路管理関連クラス図（To-Be） 
12 道路管理関連ER図（To-Be）  
13 帳票の改善方針  
14 データベース・アーカイブ設計書  
15 インターフェース定義書  
 
 
 
1. 業務課題・対応一覧 
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A‐1‐1 A‐1‐2 A ‐1‐3

A ‐1‐4

A ‐1‐5

A‐1

A‐1‐6

A‐1‐8

A‐1‐7

問合せ受領 現地確認 協議

問合せ対応
回答資料
作成

回答

A ‐2‐1 A‐2‐2 A ‐2‐3

A ‐2‐4

A ‐2‐5

A ‐2

A‐2‐6

A ‐2‐8

A ‐2‐7

道路巡回 点検 維持･対応

維持修繕
業務

修繕工事

A‐8‐1 A‐8‐2 A‐8‐3

A‐8‐4

A‐8‐5

A‐8

A‐8‐6

A‐8‐8

A‐8‐7

A‐7‐1 A‐7‐2 A‐7‐3

A‐7‐4

A‐7‐5

A‐7

A‐7‐6

A‐7‐8

A‐7‐7

当年度予算の
示達（事務所） 問合せ対応

当年度執行
管理（事務所）

維持修繕
業務

次年度予算計
画・要求（事務

所）

維持修繕
事業

事務所中長期
方針（フォロー
アップ）

当年度決算

前年度実態調
査（事務所）

A ‐6‐1 A‐6‐2 A ‐6‐3

A ‐6‐4

A ‐6‐5

A‐6

A‐6‐6

A ‐6‐8

A ‐6‐7

A ‐3‐1 A‐3‐2 A‐3‐3

A‐3‐4

A‐3‐5

A‐3

A‐3‐6

A ‐3‐8

A ‐3‐7

A ‐4‐1 A‐4‐2 A‐4‐3

A‐4‐4

A‐4‐5

A‐4

A‐4‐6

A ‐4‐8

A ‐4‐7

調査依頼
受領

現地確認
調査結果
資料作成

前年度実態調
査（事務所）

調査結果
報告

A ‐5‐1 A‐5‐2 A‐5‐3

A‐5‐4

A‐5‐5

A‐5

A‐5‐6

A ‐5‐8

A ‐5‐7

A‐1 A‐2 A‐3

A‐4

A‐5

A

A‐6

A‐8

A‐7

当年度予算の示
達（事務所） 問合せ対応

当年度執行管理
（事務所）

維持修繕
業務

次年度予算計
画・要求（事務

所）

維持修繕
事業

事務所中長期方
針（フォローアッ

プ）

当年度決算

前年度実態調
査（事務所）

A ‐1 A ‐2 A ‐3

A ‐4

A ‐5

A

A ‐6

A ‐8

A ‐7

当年度予算の示
達（事務所） 問合せ対応

当年度執行管理
（事務所）

防災対策
業務

次年度予算計
画・要求（事務

所）

防災対策
事業

事務所中長期
方針（フォロー
アップ）

当年度決算

前年度実態調
査（事務所）

B ‐1 B ‐2 B ‐3

B ‐4

B ‐5

B

B ‐6

B ‐8

B ‐7

特殊車両
通行許可

H‐1 H‐2 H‐3

H‐4

H‐5

H

H‐6

H‐8

H‐7

当年度予算示
達・決算（事務

所）

占用許可（事
務所物件）

債権発生通
知

次年度予算計
画・要求（事務

所）

道路占用

道路占用調
整・指導

問合せ対応

占用状況報告
（事務所）

G ‐1 G ‐2 G ‐3

G ‐4

G ‐5

G

G ‐6

G ‐8

G ‐7

維持修繕
事業

防災対策
事業

震災対策
事業

特殊車両通
行許可

道路占用

道路管理

共同溝整備
事業

直轄道路災
害復旧事業

雪寒事業

A B C

D

EF

H

G

当年度予算の示
達（事務所） 問合せ対応

当年度執行管理
（事務所）

共同溝建
設工事

次年度予算計
画・要求（事務

所）

共同溝整
備事業

共同溝整備計
画・変更調整

当年度決算

前年度実態調
査（事務所）

F ‐1 F ‐2 F ‐3

F ‐4

F ‐5

F

F ‐6

F ‐8

F ‐7

当年度予算の示
達（事務所） 問合せ対応

当年度執行管理
（事務所）

震災対策
業務

次年度予算計
画・要求（事務

所）

震災対策
事業

事務所中長期方
針（フォローアッ

プ）

当年度決算

前年度実態調
査（事務所）

C ‐1 C ‐2 C ‐3

C ‐4

C ‐5

C

C ‐6

C ‐8

C ‐7

事象連絡・関連
部局との情報共

有

現地確認情
報の共有

災害復旧事業
の申請・計画

災害復旧工
事

当年度決算

直轄道路災
害復旧事業

当年度執行管理
（事務所）

災害復旧予算計
画・要求・示達
（事務所）

問合せ対応

D ‐1 D ‐2 D ‐3

D ‐4

D ‐5

D

D ‐6

D ‐8

D ‐7

当年度予算の示
達（事務所） 問合せ対応

当年度執行管理
（事務所）

除雪等
雪寒業務

次年度予算計
画・要求（事務

所）

雪寒事業

事務所中長期方
針（フォローアッ

プ）

当年度決算

前年度実態調
査（事務所）

E ‐1 E ‐2 E ‐3

E ‐4

E ‐5

E

E ‐6

E ‐8

E ‐7

事務所に特有の現
場業務であるため、
事務所の機能構成
図にのみ存在する

＜レベル０＞

＜レベル１＞

本省・整備局・事務所の全てで
基本的に同じ業務機能構成図
となる。（維持修繕業務以外）

A‐6
中長期方針
（フォローアップ）

道路管理事業（本省）－A.維持修繕事業（As ‐Is）

A ‐5
前年度実態調査
（全国）

A‐1
当年度予算の示達

（全国）

A.当年度事業計画（全国）A.当年度事業計画（全国）

地整

A‐7
次年度予算計
画・要求（全国）執行管理調査結果

地整

A.執行管理調査結果（全国）A.執行管理調査結果（全国）

当年度示
達情報

調査依頼 ・前年度実施調査結果
・現状実態調査結果

助言・意見

地整

情報提供依頼・
ヒアリング

有識者

A.前年度実施調査結果（全国）A.前年度実施調査結果（全国）

A‐4
当年度決算

A.中長期計画・方針等A.中長期計画・方針等

※橋梁の長寿命化計画

A‐3
当年度執行管
理（全国）

総務課

当年度示
達情報

検討用情報

A.次年度事業計画（全国）A.次年度事業計画（全国）

・次年度事業計画
・次年度予算計画

中長期方針

地整

執行管理
調査結果

調査依頼（定期）
企画課

次年度予
算要求

次年度
予算

地整

決算報告

総務課

決算報告

当年度事業計画

外部

A‐2
問合せ対応

地整

調査依頼（緊急）

調査結果

調査依頼

調査結果

A.問合せ結果（全国）A.問合せ結果（全国）

問合せ結果

A.現状実態調査結果（全国）A.現状実態調査結果（全国）

・前年度実施調査結果
・現状実態調査結果

・前年度実施調査結果
・現状実態調査結果

・次年度事業計画
・次年度予算計画

※次年度の事業計画は
ここで、確定する。

※前年度策定した「事業
計画（A ‐7）」と同じもの。
示達は行為のみである。

※概算要求から予算確
定まで何度か繰り返す。

当年度執行状況

予算情報

現状実態
調査結果

予算情報

※本来、「A ‐5」は「A ‐4」
のタイミングで行うべき
であるが、実態としてず
れてしまう。

企画課

・中期見通し
・他の関連事業情報

中長期方針

D.災害復旧報告D.災害復旧報告

地整

地整管内中
長期方針

方針通達

道路管理事業（地整）－A.維持修繕事業（As-Is）

A‐5
前年度実態調査
（地整管内）

A‐1
当年度予算の示達
（地整管内）

事務所

A‐7
次年度予算計画・
要求（地整管内）

執行管理調査結果

A.執行管理調査結果（地整管内）A.執行管理調査結果（地整管内）

当年度示
達情報

調査依頼

事務所

情報提供依
頼・ヒアリング

A.前年度実施調査結果（地整管内）A.前年度実施調査結果（地整管内）

A‐4
当年度決算

A‐3
当年度執行管理
（地整管内）

国道・防災課
（事務系）

当年度示
達情報

A.次年度事業計画（地整管
内）

A.次年度事業計画（地整管
内）

・次年度事業計画
・次年度予算計画

・中長期方針
・情報提供依
頼・ヒアリング

事務所

執行管理
調査結果 調査依頼

（定期） 国道・防災課
（事業系）

次年度予
算要求

次年度
予算

事務所

決算報告

国道・防災課
（事務系）

決算報告

調査依頼

国道・防災課
（事業系）

事務所

A.当年度事業計画（地整管内）A.当年度事業計画（地整管内）

A.MIC HIA.MIC HI

施設
情報

当年度事業計画
※前年度策定した「事業
計画（A ‐7）」と同じもの。
示達は行為のみである。

予算情報

外部

A‐2
問合せ対応

事務所

調査結果

調査依頼

調査結果

調査依頼
（緊急）

A.問合せ結果
（地整管内）

A.問合せ結果
（地整管内）

問合せ結果

A.現状実態調査結果（地整管内）A.現状実態調査結果（地整管内）

・前年度実施調査結果
・現状実態調査結果

・前年度実施調査結果
・現状実態調査結果

・前年度実施調査結果
・現状実態調査結果

国道・防災課
（事業系）

・次年度事業計画
・次年度予算計画

※概算要求から予算確
定まで何度か繰り返す。

※次年度の事業計画は
ここで、確定する。

国道・防災課
（事業系）

執行管理
調査結果 調査依頼

（定期）
国道・防災課
（事業系）

調査結果

調査依頼
（緊急）

・次年度事業計画
・次年度予算計画

事務所

施設情報

※データ更新数ヶ月遅れ

※本来、「A ‐5」は「A ‐4」
のタイミングで行うべき
であるが、実態としてず
れてしまう。

予算情報

現状実態
調査結果

当年度執
行状況

・前年度実施調査結果
・現状実態調査結果

D.災害復旧報告D.災害復旧報告

A‐6
地整管内中長期方
針（フォローアップ）

国道・防災課
（事業系）

A.中長期計画・方針等A.中長期計画・方針等

中長期方針

地整管内中
長期方針

事務所

方針
通達

方針
通達

事務所
中長期方針

道路管理事業（事務所）－A.維持修繕事業（As-Is）

A‐5
前年度実態調査
（事務所）

A ‐1
当年度予算の示達
（事務所）

A‐7
次年度予算計画・
要求（事務所）

執行管理調査結果

A.執行管理調査結果（事務所）A.執行管理調査結果（事務所）

A.前年度実施調査結果（事務所）A.前年度実施調査結果（事務所）

A‐4
当年度決算

A‐3
当年度執行管理
（事務所）

地整

当年度示
達情報

A.次年度事業計画（事務所）A.次年度事業計画（事務所）

・中長期方針
・情報提供依
頼・ヒアリング

地整

次年度予
算要求次年度

予算

地整

決算報告

調査依頼

地整

A.当年度事業計画（事務所）A.当年度事業計画（事務所）

A.MIC HIA.MIC HI

A.道路巡回支援
システム

A.道路巡回支援
システム

施設
情報

巡回
情報

当年度事業計画
※前年度策定した「事業
計画（A‐7）」と同じもの。
示達は行為のみである。

予算情報

外部

A‐2
問合せ対応

調査依頼

調査結果

A.問合せ結果
（事務所）

A.問合せ結果
（事務所）

問合せ結果

A.現状実態調査結果（事務所）A.現状実態調査結果（事務所）

・前年度実施調査結果
・現状実態調査結果

・前年度実施調査結果
・現状実態調査結果

地整

・次年度事業計画
・次年度予算計画

※概算要求
から予算確
定まで何度
か繰り返す。

※次年度の事業
計画はここで、確
定する。

地整

執行管理
調査結果 調査依頼

（定期） 地整

調査結果

調査依頼
（緊急）

・次年度事業計画
・次年度予算計画

※本来、「A‐5」は「A‐4」
のタイミングで行うべき
であるが、実態としてず
れてしまう。

予算情報

現状実態
調査結果

当年度執
行状況

・前年度実施調査結果
・現状実態調査結果

D.災害復旧報告D.災害復旧報告

A ‐6
事務所中長期方針
（フォローアップ）

地整

A.中長期計画・方針等A.中長期計画・方針等

中長期方針

地整館内
中長期方針

A‐8
維持修繕業務

委託業者

業務委託

業務報告

A.業務報告A.業務報告

方針通達

※データ更新数ヶ月
遅れ（地整が管理）

※業務報告の情報を加工
してMIC HIに入力する

工事業者

工事発注
完了報告 検査担当

検査調書

検査要請

2. 道路管理関連 DMM 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3. 道路管理関連 DFD 
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4. 道路管理関連 WFA 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5. 道路管理関連クラス図 
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重要情報

事務所の
ＥＲ図・
重要情報
と比較

施設、路線、
管理単位が
重要情報と
なっている

施設、路線、
管理単位が
重要情報と
なっている

施設、路線、
管理単位が
重要情報と
なっている

＜本省・整備局対象業務ＥＲ図(As-Is)＞

業務名 A.維持修繕事業－A-5.実態調査（橋梁緊急点検）　中空床版緊急点検
組織名 本省 地整 事務所 出張所 事務所 地整 本省

処理名
概略調
査依頼
作成

調査依
頼作成

点検結
果報告
作成

点検結
果報告
とりまと
め

点検結
果報告
とりまと
め

対応方
針検討

項目NO
中空床
版緊急
点検

MICHI
中空床
版緊急
点検

橋調書
橋梁点
検調書

橋梁管
理カル
テ

担当者
引継ぎ
用ファイ
ル

中空床
版緊急
点検

中空床
版緊急
点検

中空床
版緊急
点検

中空床
版緊急
点検

中空床
版緊急
点検

中空床
版緊急
点検

検討用
資料

対応方
針

C R U D

整備局 1 整備局コード 0 0 0 0
2 整備局正式名 R C R R R R R R R R R 1 10 0 0
3 整備局略称 0 0 0 0

事務所 1 整備局コード (FK) 0 0 0 0
2 事務所コード 0 0 0 0
3 事務所正式名 R C R R R R R R R R R 1 10 0 0
4 事務所略称 0 0 0 0

出張所 1 整備局コード (FK) 0 0 0 0
2 事務所コード (FK) 0 0 0 0
3 出張所コード 0 0 0 0
4 出張所正式名 0 0 0 0
5 出張所略称 0 0 0 0

路線 1 整備局コード (FK) 0 0 0 0
2 路線コード 0 0 0 0
3 路線番号 0 0 0 0
4 路線名 0 0 0 0
5 道路種別 0 0 0 0
6 道路管理者区分 0 0 0 0
7 有料道路の有無 0 0 0 0
8 緊急輸送道路指定の有無 0 0 0 0

橋梁 1 整備局コード (FK) 0 0 0 0
2 路線コード (FK) 0 0 0 0
3 橋梁番号 0 0 0 0
4 橋梁名 R C R R R R R R R R R 1 10 0 0
5 橋梁名（フリガナ） 0 0 0 0
6 管理者 R C R R R R R R R R R 1 10 0 0
7 所在地 0 0 0 0
8 分割区分 0 0 0 0
9 百米標自 0 0 0 0
10 距離自 0 0 0 0
11 橋梁形式 0 0 0 0
12 橋種 C R R R R R R R R R R R 1 11 0 0
13 完成年度 R C R R R R R R R R R 1 10 0 0
14 橋長 R C R R R R R R R R R 1 10 0 0
15 径間数 R C R R R R R R R R R 1 10 0 0
16 支間長 R C R R R R R R R R R 1 10 0 0
17 橋脚数 0 0 0 0
18 適用示方書（下部工） 0 0 0 0

中空床版橋の緊急点検 1 整備局コード (FK) 0 0 0 0
2 路線コード (FK) 0 0 0 0
3 橋梁番号 (FK) 0 0 0 0
4 No 0 0 0 0
5 円筒型枠使用の有無 R C R R R R R R R 1 8 0 0
6 当該橋梁の点検状況 C R R R R R 1 5 0 0

エンティティ
※（ＦＫ）はカウントに含めない

CRUD集計

項目名　　　　　　　　　　　帳票名

検討用資料作成調査依頼作成 調査依頼作成

※帳票名は略称を用いている。正式名称について
は、「平成20年度　研究報告書　Ver20090124」を
参照。
※帳票が存在する場合は、帳票名の欄を青色で
示した。
※複数の帳票やシステムを同時に参照する場合
は、CRUD表内の入力欄を紫色で示した。

台帳やカルテに
整理されている
情報は、事務所
で作成される。

現地確認しなけ
ればならない情
報は、出張所で
作成される。

パイルベント緊急点検、中空床版緊
急点検、橋梁基礎の洗掘点検等、異
なる調査が行われているが、対象物
を特定するための橋の諸元情報は共
通である。
ただし、帳票に記述される情報項目
が統一されていない場合がある。

Ａ

改善方針：１

出張所で作成され
た情報は、事務所
や地整で修正・更
新されることはな
い。このような場合
でも事務所や地整
を経由して本省に
報告する流れに
なっているため、情
報伝達が遅延する
場合が考えられる。

MICHIの検索結果画面やプリントアウ
トした資料をもとに手入力している。
電子データをそのまま活用でいない
ため、２度手間になっている。

Ｉ

緊急点検の帳票項目名と、MICHIの
項目名が異なる為、MICHIの検索結
果をそのまま使用することができな
い。

Ａ

改善方針：９

改善方針：１

改善方針：１

Ｄ

改善方針：４

改善方針：７

調査結果を取りまとめるた
めのルール、定型様式は決
まっていない。

改善方針：５Ｅ

Ｂ

改善方針：２

6. 道路管理関連 ER図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
7. 道路管理関連 CRUD表 
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概要 対象者 情報
処理名/帳票名/システ

ム名等
現行作業時間

外部からの苦情を受けた担当者が、苦情の内容を問い
合わせ管理DBに登録することができる仕組みを構築す
る。
また、他の担当者が、問合せ管理DBから苦情の内容、
位置情報、対応状況、対応履歴等を検索し、帳票として
出力することができる仕組みを構築する。

・問合せや対応依頼があった事、回答した事など、一連
の情報を、本省・局・事務所にて共有できる仕組みを構
築する。（重要情報DB（対象情報の検索）や問合せ管理
DBを整備する）
・さらに、これらの状況（ステータス）のチェックや、問合
せ・対応依頼・回答等のイベントに対するチェックや通知
機能を設ける。

・本省
・地整
・事務所
・出張所

・通報者
・通報内容
・位置情報

・通報内容入力/対応依
頼
・重要情報DB

・担当者間のメール送受信やFAX
による情報伝達手段から、重要情
報DBを用いて情報共有する手段
にルールを変更する必要がある
・本省・地整・事務所・出張所の間
で、アクセスコントロール（共有す
べき情報・参照等に制約をつける
情報等の区分）やセキュリティ対策
について、検討する必要がある
・担当者に依頼があったことを伝え
る機能が必要である。

・道の相談室にて取り扱う情報項
目の整合等に留意する。
・道の相談室からの問合せと、各
組織にて直接受領した問合せを、
識別できるようにしておくと良い。
・道の相談室については、東京都
も同様の課題がある。

①

本省→地整（40分）→事務所（6時
間20分）→出張所：計7時間
頻度：12回/年

情報伝達時間：84時間/年

※実際に本省から出張所まで伝達
された1件の問合せから伝達時間
を算出した。
※本省からの依頼は月に1回と仮
定した。

対応策（案）
機能差報告
将来効果番
号

留意事項

対応策を具体的に整理（内容。
対象者、取扱情報、システム
等）

対応策を実行するために、別
途対応が必要となる制約事
項を整理

対応策を実行した際に、期待
される効果（指標、値）を整理

1/1

業務名 資料番号 版数 作成日付 作成者 ページ

作成

更新
資料-4-2

A.維持修繕事業－
A-2.問合せ対応（苦情対応）　Ver1.0

業務流れ図
合理的なマネジメントシステム検討会議

事前会議 2009/7/17

Confidential © 2008 Yusho Ishikawa                         

外部（A-2） 本省（A-2）国道・防災課 地整（A-2）道路管理課 システム事務所（A-2）管理一課・管理二課 出張所（A-2） 委託業者

通報

苦情通報

内容確認

A-2.問合せ対応
（苦情対応）

内容確認/対応依頼

対応依頼

内容確認/対応依頼 内容確認/対応依頼

対応依頼 対応依頼

苦情内容
（本省）

苦情内容
（地整）

相談受付対応票

相談受付対応票

保管 保管 保管

保管

MICHI

回答作成

道路巡回
現地確認

道路巡回
現地確認

現地確認指示

報告

担当者引継ぎ用
ファイル

パトロール日誌

苦情の内容により、その都度オ
リジナルの資料を作成する

報告

回答受領

回答作成

報告

報告/回答作成 報告/回答作成

報告

回答

回答資料

回答

道路現況
ビデオシステム

同じ道路区間に存在する情報でも、検索す
るシステムや台帳がバラバラであり、業務
上必要な情報を集めるのにそれぞれを参
照しなければならず時間がかかる。

保管

現地確認結果

保管

現地確認結果

保管

現地確認結果

保管

回答資料 現地確認結果

保管保管

From A-2.問合せ対応
To A-8-1.道路巡回

通報
通報 通報

回答 回答

回答資料

保管

回答資料

保管

回答資料

保管

照会

再度の依頼/
回答内容の照会

内容確認内容確認/対応依頼

対応依頼

内容確認/対応依頼 内容確認/対応依頼

対応依頼 対応依頼

苦情内容
（本省）

苦情内容
（地整）

相談受付対応票

相談受付対応票

保管 保管 保管

保管

照会
照会

照会

違う担当が連絡を受けた場合に、
初回に受けた苦情と分からない場

合がある

苦情情報、苦情対応の履歴が共有できていな
いため、同一の苦情の場合でも同じ対応しか
できない。苦情が頻繁に発生している場所とい
うことが分かれば、対応は異なってくる。

対応協議対応協議

必要に応じて協議

対応協議

必要に応じて協議

苦情内容
（地整）

初回回答

対応協議

苦情内容
（本省）

初回回答

必要に応じて協議

協議結果
保管

協議結果

保管

協議結果

保管

協議結果

保管相談受付対応票初回回答

回答作成

詳細調査 現地確認

現地確認指示

報告

担当者引継ぎ用
ファイル

報告

回答受領

回答作成

報告

報告/回答作成 報告/回答作成

報告

回答

回答資料

回答

現地確認結果

保管

現地確認結果

保管

現地確認結果

保管

回答資料 現地確認結果

保管保管

回答 回答

回答資料

保管

回答資料

保管

回答資料

保管

苦情の内容により、その都度オ
リジナルの資料を作成する

相談受付対応票

初回回答

通報者は、出張所だけでなく、本省・地整・事
務所に連絡してくる場合がある

本省・地整・事務所・出張所がそれぞれ苦情
通報者に回答する

本省・地整・事務所・出張所がそれぞれ苦情
通報者に回答する

⇒課題・対応一覧NO.197

⇒課題・対応一覧NO.198

⇒課題・対応一覧NO.199

⇒課題・対応一覧NO.200

⇒課題・対応一覧NO.201⇒課題・対応一覧NO.202

⇒課題・対応一覧NO.199

⇒課題・対応一覧NO.203

凡例

手作業

確認処理名

保管処理名

コンピュータ
処理

コンピュータ
画面

帳票

コンピュータ

ファイル

端子

灰色

To-BeにてAs-
Isから無くなる
手続

1/1

業務名 資料番号 版数 作成日付 作成者 ページ

作成

更新
資料-4-1

A.維持修繕事業－A-2.問合せ対応
（苦情対応）（To-Be）　Ver0.3

業務流れ図
合理的なマネジメントシステム検討会議

事前会議 2009/7/17

Confidential © 2008 Yusho Ishikawa                         

外部（A-2） 本省（A-2）国道・防災課 地整（A-2）道路管理課 システム事務所（A-2）管理一課・管理二課 出張所（A-2） 委託業者

通報

苦情通報

内容確認

A-2.問合せ対応
（苦情対応）

内容確認 内容確認 内容確認

MICHI

回答送付

道路巡回
現地確認

道路巡回
現地確認

現地確認指示

報告

パトロール日誌

回答受領

回答送付 回答送付 回答送付

回答

回答資料

回答

道路現況
ビデオシステム

保管

現地確認結果

保管

From A-2.問合せ対応
To A-8-1.道路巡回

通報
通報

通報

回答
回答 回答資料

照会

再度の依頼/
回答内容の照会

内容確認内容確認 内容確認 内容確認

照会
照会

照会

対応協議対応協議

必要に応じて協議

対応協議

必要に応じて協議

対応協議

必要に応じて協議

協議結果 協議結果 協議結果 協議結果

回答送付

詳細調査 現地確認

現地確認指示

報告

回答受領

回答送付 回答送付 回答送付

回答

回答資料

回答

現地確認結果

保管

回答 回答

回答資料

【To-Be】

問合せ管理
<通報者>
<通報内容>
<位置情報>
<対応状況>

通報内容入力/
対応依頼通報内容入力/

対応依頼
通報内容入力/
対応依頼

通報内容入力/
対応依頼

対応状況参照/
回答内容入力・印刷

対応状況参照/
回答内容入力・印刷

対応状況参照/
回答内容入力・印刷

対応状況参照/
回答内容入力・印刷

諸元情報等を
連携

対応状況
入力

問合せ管理
<対応状況>
<回答内容>

問合せ履歴検索/
対応依頼

問合せ履歴検索/
対応依頼

問合せ履歴検索/
対応依頼

問合せ履歴検索/
対応依頼

対応状況
入力

対応状況参照/
回答内容及び

添付資料入力・印刷

対応状況参照/
回答内容及び

添付資料入力・印刷

対応状況参照/
回答内容及び

添付資料入力・印刷

対応状況参照/
回答内容及び

添付資料入力・印刷

問合せ履歴検索

重要情報
<諸元情報・アーカイブ
他システムへ
のリファレンス>

検索結果

検索結果

・回答までの間に、周辺地図、写真等
を用いて、対応や協議、回答文書を作
成している。最終的に作成された回答
文書に用いたこれら添付資料一式を
パッケージとして保存する。

・回答内容には、添付資料へのリファレ
ンスを記録する。

問合せ・対応依頼・回答等のイベントに
対するチェックや通知機能を設ける。

リファレンス
情報

凡例

手作業

確認処理名

保管処理名

コンピュータ
処理

コンピュータ
画面

帳票

コンピュータ
ファイル

端子

赤 To-Beにて追加

WFA（As-Is） WFA（To-Be）

8. 課題に対する対応策の評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
9. 道路管理関連 WFA（To-Be） 
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事務所本省 地整 出張所

現 状 将 来

機能差報告
－ A-2.問合せ対応（苦情対応）業務の改善 － - 1303時間/年定量的効果

情報の質向上
問合せ対応業務の均質化

ステータスの管理が可能

定性的効果

①メールやFAXを使用して順番に情報を伝達して いるため、情報共有に

時間がかかる。

②情報共有がされてい ないため 、対応状況や対応履歴に 関する情報収

集に時間がかかる。

③業務上必要な情報を集めるために、複数のシ ステムや台帳を参照しな

ければならず 、情報収集に時間がかかる。

④担当者によって作成資料の情報項目に差異が生じる。そ のため 、再確

認が発生す る等 、作業の手戻りが発生す る場合があ る。

⑤回答資料は、組織間で共有されていない ため、同様の問合せに 対し 、

異なる回答をす るリスクが生じる。

①問合せ情報を一元管理し、組織間で共有することにより 、情報伝達時間

を削減 。

②苦情内容や対応状況、対応履歴を組織間で 情報共有することにより、 情

報収集に かかる時間を削減。

③重要情報を用いた検索機能により 、調査時間を削減 。

④作成資料の情報項目を予め統一することにより 、作業時間の削減及び

問合せ対応の均質化を図る。

⑤組織間で回答資料を共有することにより 、誤回答のリスクを回避 。

注意 ：道の相談室にて取り扱う 情報項目との整合等、要検討

問
合
せ
受
付

問
合
せ
回
答

（5分× 12回）× 2
= 2時間/年

91時間 /年＋4 6時間/
年= 13 7時間 /年
36時間 /年＋1 0時間/
年= 46時間/年
22 8時間/年＋ 22 8時
間/年= 45 6時間/年

外部

道路 現況

ビデオシステム

シス テム

現
地
確
認

7時間×1 2回＋1 1時間
× 12回= 21 6時間 /年
2 77時間 /年＋1 39時間
/年 = 41 6時間/年
3 12時間 /年＋9 0時間/
年 =4 02時間 /年
4 55時間 /年＋4 55時間
/年 = 91 0時間/年

合計 1944時間/年 合計 641時間/年

通報

現地

問合せ情報が共有されてお らず 、組織間で情報

を伝達する仕組みになっている。

内容確 認 内容確 認 内容確 認 内 容確 認

対応 依頼 対応 依頼 対応 依頼

現地 確認

外 部

回答

報 告 報 告 報告

回答作 成 回答作 成 回答作 成

相 談受 付

対応 表

回答 作成

諸元情 報等 を検 索

回答資 料 回 答資 料回 答資 料 回 答資料

M ICH I

システム

苦情 内容 苦情 内容
相談 受付

対 応表

引継ぎ

資 料等

事務所本省 地整 出張所

問
合
せ
受
付

問
合
せ
回
答

外部

道路現 況

ビデ オシステム

システム

現
地
確
認

通報

問合せ情報・対応状況を共有することができる。

また、組織間での情報伝達の仕組みが無くなり 、

迅速な回答が可能となる。

通報内 容入 力

対応 依頼

現 地確認

外部

回 答

回 答作 成 回 答作成 回 答作成 回答 作成

回 答資料 回答 資料回 答資料 回答 資料

MIC HI
システム

重 要情報

問合せ管理

内 容確 認 内 容確認 内 容確認 内 容確認

通報内 容入 力

対応 依頼

通報 内容入 力

対 応依頼
通報 内容入 力

現地 確認 結果

入力

相 談受付

対応 表

対 応結果 参照

回答 内容 入力・印刷

対応 結果 参照

回答 内容入 力・印刷対応結 果参 照

回 答内 容入力 ・印刷

対応状 況参照

回 答内容 入力 ・印 刷

現地

対 応協議

協議 結果 入力対応協 議

協 議結 果

1

2

4

3

5

3

2

4

1

5

問合せ 管理

検索 /検 索結 果

道 の相談 室

台 帳

P DF

課題 対象業 務の 作業時 間 課題 対象 業務の 作業 時間

PDFファイル
にて保存

（５）問合せ対応・緊急点検・道路巡回の３業務における
情報体系ー（４）修正版（To-Be）(情報体系整理図）

-ucode

重要情報

-橋梁

対象物1..n

1

-台帳名
-台帳概要
-アーカイブファイル名
-アーカイブへのリンク

台帳等リファレンス

-システム名
-システム概要
-システムへのリンク

他システムへのリファレンス

-ucode
-住所
-市区町村名
-都道府県名
-距離標
-路線名
-路線番号
-道路種別

位置情報

-整備局名

整備局

1

1..n

-事務所名

事務所

1

1..n

-出張所名

出張所

1

1..n

-巡回日
-巡回曜日
-天候
-重点観察事項
-摘要
-巡回経路

道路巡回

-受付NO
-受付日
-受付時間
-受付方法

問合せ対応

1

1..n

1..n

1

資料-5　（５）問合せ対応・緊急点検・道路巡回の３業
務における情報体系（To-Be）(情報体系整理図）
第4回 合理的なマネジメントシステム検討会議
2009/8/7

-ucode
-橋梁番号
-橋梁名
-完成年度
-橋長
-径間数
-橋梁形式

諸元情報

-相談内容
-相談対象

通報内容

-回答・対応内容
-相談者回答日
-相談者回答時間
-相談者回答先
-理解度
-対応完了日
-対応完了時間

回答内容

添付資料

1

1..n

1..n0..n

-内容

確認状況

-処置内容
-処置時間

処置

1

0..n

1

1..n

対応状況ステータス

1

1

-氏名
-氏名（かな）
-年齢
-性別
-郵便番号
-住所
-電話番号
-e-mail
-広報媒体

通報者

1
-課室名

本省

1
1..n

1

1

0..n

1

図面

写真

協議結果

-ucode
-住所
-市区町村名
-都道府県名
-距離標
-路線名
-路線番号
-道路種別

位置情報

1

0..n

-ucode
-住所
-市区町村名
-都道府県名
-距離標
-路線名
-路線番号
-道路種別

位置情報

1
1

対象物

1..n

1

対応検討中

現地対応中

経過観察

処置完了

車道

排水

安全施設

構造物

工事

その他

MICHIへのリファレンス

路上工事検索システムへのリファレンス

道路巡回支援システムへのリファレンス

橋調書へのリファレンス

橋梁管理カルテへのリファレンス

点検調書へのリファレンス

受付機関

道の相談室

出張所

事務所

地整

本省

-地整名
-事務所名
-出張所名

所管組織

1

1..n

橋梁緊急点検

-異常なし
-異常有り

第三者被害対象橋梁緊急点検

-橋梁数

橋梁基礎の洗掘点検

-円筒型枠使用の有無
-当該橋梁の点検状況

中空床版緊急点検

パイルベント緊急点検

-交通量（台/24h）

直轄国道のトラス橋点検

1

0..n 0..n 0..n

0..n

0..n

-調査実施日
-対応方針

調査情報

-鋼製橋脚補修の有無
-施工年度
-目視点検結果異常の有無

一次緊急点検

-水中点検結果
-異常があった場合の橋脚の状態

二次緊急点検

1
0..n

緊急点検結果 再点検結果 近接目視点検結果

0..n

補修状況
-直近の点検年度
-点検結果（主要部材）
-現点検要領の判定区分の読替え（H15年度末）

点検結果

緊急対応 調査・観察 維持・補修 対応不要

【調査情報管理データベース】

【道路巡回支援システム】

【問合せ管理データベース】

【重要情報データベース】
PDF等の
アーカイブ

今年度の検討結果及びH20年度の結果から機械的に（４）までの情報体系整理図を作成した。これらの
資料を基に事務局にて議論し、追記した内容を以下に示す。
①検索キーである「位置情報」の情報項目名、情報項目数を統一した。
②橋梁の諸元情報に含まれる位置に関する情報を抽出し、「位置情報」と「諸元情報」に分割した。「諸元
情報」は、構造物固有の情報を格納するよう整理した。
③他システムから参照する情報を明記した。
④問合せ管理データベースに回答状況のステータスを管理するクラスを追加した。
⑤調査情報管理データベースにて取り扱う点検結果について、アーカイブ化する情報とDBに保存すべき
情報に分類する。具体的にどの情報をアーカイブ化するかは要検討。
⑥回答済みの問合せに対して、再度追加の依頼があった場合に、過去の経緯が把握できる仕組み（問合
せ情報間の関連）を追記した。

A-2.問合せ対応
（苦情対応）業
務の情報体系

A-8-1.道路巡回業務
の情報体系

A-5.前年度実態調査（橋梁緊
急点検）業務の情報体系

Ⅱ

Ⅲ

-ucode1
-ucode2

交差テーブル

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

【凡例】
重要情報分類（H20年度研究成果）

対象物を特定する為の検索キー

基本的な情報として頻繁に参照

事業の履歴として頻繁に参照・更新

政策の企画・判断に影響を与えるもの

1

1..n

対象物

1
1

-ucode
-住所
-市区町村名
-都道府県名
-距離標
-路線名
-路線番号
-道路種別

位置情報 ※点検結果のうち、アーカイ
ブとして保存する情報と、デ
ータベースに保存する情報を
整理する必要がある。

MICHI
<諸元情報>

路上工事検
索システム
<工事名>
<工事箇所>

回答状況ステータス

対応検討中

現地対応中

回答済

PDF等の
アーカイブ

-確認内容

対応状況
1..n

Ⅱ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅲ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

2

3

4

6

5

Ⅱ

1

ＰＤＦ
アーカイブ化

関連システム
インターフェイス

重要情報
データベース

10. 道路管理関連 WFAによる改善効果分析 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
11. 道路管理関連クラス図（To-Be） 
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【道路巡回支援システム】

A-8-1.道路巡回業務

【問合せ管理データベース】

A-2.問合せ対応（苦情対応）業務

【調査情報管理データベース】

A-5.前年度実態調査（橋梁緊
急点検）業務

問合せ対応・緊急点検・道路巡回の3業務における　ER図（実態関連図）

整備局

整備局コード

整備局正式名
整備局略称

事務所

整備局コード (FK)
事務所コード

事務所正式名
事務所略称

出張所

整備局コード (FK)
事務所コード (FK)
出張所コード

出張所正式名
出張所略称

資料-5 問合せ対応・緊急点検・道路巡回の3業務における
ER図（実態関連図）　
合理的なマネジメントシステム検討会議
2009/9/11

対象物

整備局コード (FK)
対象物区分コード (FK)
路線コード (FK)
対象物コード (FK)
ucode (FK)

住所（所在地）
市区町村名
都道府県名
距離標

【調査情報管理データベース ER図作成時の考え方】

①対象物は、道路管理業務において管理対象となる構造物や付属物を想定し
ている。
②対象物は、「整備局コード」「対象物区分コード（橋梁・トンネル・照明等を表す
コード）」「路線コード」「対象物コード」「ucode」により、特定されることを想定して
いる。
③1件の対象物は、1件の位置情報を持つことを想定した。
④1件の対象物は、1件の「諸元情報」を持つことを想定した。橋梁、トンネル等の
対象物により、諸元情報が異なるため、対象物とは別に諸元情報を管理する仕
組みを記述した。（例 橋梁においては、「橋梁諸元情報」）
⑤1件の対象物に対して、複数の調査が想定されるため、1件の対象物に対し、
複数の調査を管理する「調査結果情報」を記述した。
⑥個々の調査において共通すると想定される調査項目を「調査結果情報」に記
述した。個々の調査において、必要な情報項目を選択することを想定している。
⑦個々の調査における固有の情報（調査名、調査概要、抽出条件）を「調査区
分マスタ」にて管理することを想定している。
⑧1件の調査結果情報に対して、複数の現地確認結果（写真、位置図、調査票
等）が想定されるため、1件の調査結果情報に対し、複数の資料を管理する「現
地確認結果」を記述した。
⑨　「⑤」～「⑧」の仕組みにより、1回限りの緊急的な調査結果を管理することが
できる。また、定期点検についても同様の考え方にて対応することが可能と想定
している。

路線情報

路線コード

路線名
路線番号
道路管理者区分
道路種別

対象物区分

対象物区分コード

対象物区分名

橋梁諸元情報

対象物コード
ucode 

橋梁名
橋梁名（フリガナ）
管理者
分割区分
橋梁形式
橋種
完成年度
橋長
径間数
支間長

【重要情報データベース】

トンネル諸元情報照明諸元情報

トンネルや照明等、対象物が増えた場
合にも、拡張することが可能。

調査区分マスタ

調査コード

調査名
調査概要
抽出条件

※1)個々の調査において、必要な
項目を選択することを想定。
※2)諸元情報が更新された場合、
以後、橋梁諸元情報と対象物情
報は新規で追加される。（本データ
ベースには更新という概念は取り
入れず、追加（登録）を基本とする
事で履歴管理をできるようにする。

調査結果情報

整備局コード (FK,FK)
対象物区分コード (FK)
路線コード (FK)
対象物コード (FK)
ucode (FK)
調査コード (FK)
調査結果コード

調査実施日
異常の有無
異常有の場合の状況
対応方針
点検結果区分
補修の有無
補修有の場合の施工年度
調査対象部材名
調査対象部材の有無
現点検要領の判定区分の読替
事務所コード (FK)
出張所コード (FK)

検索キー情報

現地確認結果

整備局コード (FK)
対象物区分コード (FK)
路線コード (FK)
対象物コード (FK)
ucode (FK)
調査コード (FK)
調査結果コード (FK)
現地確認結果ID 

ファイル説明
ファイル名

問合せ受付・完了

受付NO 

受付機関コード (FK)
受付日
受付時間
受付担当者所属
受付担当者氏名
受付方法コード
氏名
氏名（かな）
年齢
性別
郵便番号
住所
電話番号
FAX番号
e-mail 
広報媒体コード
相談区分コード
相談対象区分コード
場所／目標物
相談情報
完了日
回答状況ステータス
受付NO（FK）

受付機関

受付機関コード

整備局コード (FK)
事務所コード (FK)
出張所コード (FK)
受付機関名

回答・対応内容

受付NO (FK)
回答・対応NO 

回答方法
他機関回答時の他機関名
対応等依頼日
対応等依頼時間
依頼先担当者所属
依頼先担当者氏名
対応担当組織
対応担当者所属
対応担当者氏名
調査要・不要
調査要の場合の日付
担当者立会要・不要
担当者立会要の場合の日付
応急措置要・不要
応急措置要の場合の日付
現地確認・対応日
回答・対応内容
相談者回答日
相談者回答時間
相談者回答先
代理人氏名
理解度
回答担当機関
回答担当者所属
回答担当者氏名

添付資料

受付NO (FK)
添付資料ID 

ファイル説明
ファイル名

道路巡回

道路巡回コード

整備局コード (FK)
事務所コード (FK)
出張所コード (FK)
巡回日
巡回曜日
天候
路線
区間
コース名
巡回種別
担当者氏名1 
担当者氏名2 
運転手氏名
重点観察事項
摘要

確認状況

道路巡回コード (FK)
事象番号

整備局コード (FK)
対象物区分コード (FK)
路線コード (FK)
対象物コード (FK)
ucode (FK)
路線名
距離標
目標物等
名称
状況
処置内容
処置時刻
対応状況ステータス
受付NO (FK)

場所情報

受付NO (FK)

整備局コード (FK)
対象物区分コード (FK)
路線コード (FK,FK)
対象物コード (FK)
ucode (FK)
住所（所在地）
市区町村名
都道府県名
距離標
路線名
道路種別
上下線別

対象物が明確な場合
は、道路種別～場所/
目標物までの項目を
「対象物」から取得する
ことが可能。

経由地

道路巡回コード (FK)
経由地コード

地名
巡回時刻

対象物が明確な場合は、
路線名、距離標、名称を
「対象物」から取得すること
が可能。

備考（処置方法）

道路巡回コード (FK)
事象番号 (FK)
対応NO 

対応日
対応内容

添付資料

道路巡回コード (FK)
添付資料ID 

ファイル説明
ファイル名

重要情報

ucode 

住所（所在地）
市区町村名
都道府県名
路線名
路線番号
道路種別
距離標

台帳等リファレンス情報

ucode (FK)
台帳等リファレンスコード

台帳名
台帳概要
アーカイブファイル名
アーカイブファイルへのリンク

他システムへのリファレンス

ucode (FK)
他システムリファレンスコード

システム名
システム概要
システムへのリンク

問合せ対応の「受付NO」を属
性として持つことにより、問合
せと巡回の情報を関連付け
ることが可能。

【問合せ管理データベース ER図作成時の考え方】

①1件の問合せに対して、複数の対応が想定されるため、1件の問合せに対し、複数の対応を管
理する「回答・対応内容」を記述した。
②1件の問合せに対して、複数の添付資料（写真、位置図、業者からの維持対応報告等）が想定
されるため、1件の問合せに対し、複数の資料を管理する「添付資料」を記述した。
③問合せに対するステータスを管理するために、「回答状況ステータス」を「問合せ受付・完了」に
追加した。
④過去の問合せ対応の経緯を把握することができる仕組み（問合せ情報間の関連）を記述した。
⑤対象物が明確な場合、「場所情報」に格納する位置の情報を「対象物」から参照することができ
る仕組みを記述した。（例　「●●石材店前のマンホールの騒音」等、問合せの対象物が明らか出
ない場合は、「場所情報」を直接入力することを想定。）
⑥「場所情報」に格納する路線の情報を「路線情報」から参照することができる仕組みを記述した。
⑦1件の問合せを、巡回の1事象として関連付けることができる仕組みを記述した。

【道路巡回支援システム ER図作成時の考え方】

①1回の道路巡回に対して、複数の事象が想定されるため、1件の道路巡回に対し、複数の事象
を管理する「確認状況」を記述した。また、1件の確認状況に対して、複数の対応が想定されるた
め、1件の確認状況に対し、複数の対応を管理する「備考（処置方法）」を記述した。
②1回の道路巡回に対して、複数の添付資料（写真、位置図、業者からの維持対応報告等）が想
定されるため、1回の道路巡回に対し、複数の資料を管理する「添付資料」を記述した。
③巡回中に確認した事象に対するステータスを管理するために、「対応状況ステータス」を「確認
状況」に追加した。
④対象物が明確な場合、「確認状況」に格納する情報を「対象物」から参照することができる仕組
みを記述した。

【重要情報データベース ER図作成時の考え方】

①重要情報データベースでは、ucodeと対象物を特定するために利用される重要情
報や、ucode同士の関連を管理する。（例 現物と台帳の関係等がわかる）
②また、対象物に付随する台帳や他システムへのリファレンス等の情報を管理する
ことを想定している。
③1件の重要情報に対して、複数の台帳が想定されるため、1件の重要情報に対
し、複数の台帳へのリファレンスを管理する「台帳等リファレンス情報」を記述した。
④1件の重要情報に対して、複数のシステムが想定されるため、1件の重要情報に
対し、複数のシステムへのリファレンスを管理する「他システムへのリファレンス」を
記述した。

保存形式は、要検討

保存形式は、要検討

交差テーブル

ucode1 (FK)
ucode2 (FK)

保存形式は、要検討

帳票（パトロール日誌）から情報
項目を整理しているため、今後、
既存の道路巡回支援システムに
て取扱っている情報との確認が
必要である。

1

1

1

2

3

4

5

7

2

3

4

2

3

4

6

7

8

5

1

2 3

4

6

1

2

リレーション
【凡例】 エンティティ

事業

特性コード (FK)
事業コード

事業名
着手年度
完了年度
進捗状況
進捗状況設定年度
協議対象
協議状況
設計の有無
設計時期
施策フラグ

事業費

特性コード (FK)
事業コード (FK)
事業費コード

費目
年度
事業費

特性

特性コード

並行する高速道路の有無
有料道路の有無
緊急輸送道路
優先確保ルート
耐震補強3箇年プログラム対策橋梁
耐震ネットワーク該当の有無
大規模な地震において通行不能となる恐れのある橋梁
緊急的な対策が必要な橋梁
緊急的な耐震補強の対象構造の有無
跨ぐ対象
塩害地域
三大損傷対象橋梁
三大損傷対策の有無
「C判定」「Ⅱ①」の対策の有無
橋種（長大、特殊、老朽）
第三者被害項目
交通量（台/24h）
大型車混入率（台/24h）

調査結果情報エンティティに
追加する項目

対象物の個々の状態に関する調査項目を対象と
する。

BA 現場（事務所・出張所）における統合帳票デザイン 本省・局における統合帳票コンセプト

Ⅰ

Ⅱ 緊急的な点検結果と定期的な点検結果を関連付
けるため、「橋梁点検調書」を基本帳票としてレイ
アウトを検討する。

条件に合致する数量や事業費の合計など統計情
報を対象とする。

Ⅰ

Ⅱ 本省からの調査依頼資料を基に、整備局別、事務
所別等の一覧形式の調査票を基本帳票としてレ
イアウトを検討する。

整備局名

調査名

調査項目 調査項目 調査項目 調査項目

調査結果

数量等の統計情報

項目

調査項目及び調査結
果の内容は、ER図を
基に検討する。

橋梁点検調書をベースに検討 一覧形式の帳票をベースに検討

対象物を特定する諸元情報・位置情報

調査名

12. 道路管理関連 ER図（To-Be） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
13. 帳票の改善方針 
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エンティティ定義表 作成日
作業分類 作成部門
作業項目 作成者

No エンティティ システム
1 整備局 共通
2 事務所 共通
3 出張所 共通
4 対象物 調査情報管理データベース
5 路線情報 調査情報管理データベース
6 対象物区分 調査情報管理データベース
7 橋梁諸元情報 調査情報管理データベース
8 調査区分マスタ 調査情報管理データベース
9 調査結果情報 調査情報管理データベース
10 現地確認結果 調査情報管理データベース
11 問合せ受付・完了 問合せ管理データベース
12 受付機関 問合せ管理データベース
13 回答・対応内容 問合せ管理データベース
14 添付資料 問合せ管理データベース
15 場所情報 問合せ管理データベース
16 道路巡回 道路巡回支援システム
17 確認状況 道路巡回支援システム
18 経由地 道路巡回支援システム
19 備考（処置方法） 道路巡回支援システム
20 添付資料 道路巡回支援システム
21 重要情報 重要情報データベース
22 台帳等リファレンス情報 重要情報データベース
23 他システムへのリファレンス 重要情報データベース
24 交差テーブル 重要情報データベース

No. エンティティ 項目No. 項目名 型／ドメイン 長さ 必須 ＰＫ／ＦＫ 説明
7 橋梁諸元情報

1 対象物コード 対象物を一意に識別するコード
2 ucode 対象物に一意に付与されるucode
3 橋梁名 橋梁の名称を表す
4 橋梁名（フリガナ） 橋梁の読み仮名を表す
5 管理者 橋梁を管理する事務所名を表す

6 分割区分

分割区分を表す
1：上り線　2：下り線　3：上下線一体　4：自
歩道専用歩道橋・上り　5：自歩道専用歩道
橋・下り

7 橋梁形式
橋梁形式を表す
例）　桁橋、トラス橋、アーチ橋　等

8 橋種
橋種（材質・形式等）を表す
例）　PC中空床版橋

9 完成年度
橋梁の完成年度を表す
例）　平成21年3月31日

10 橋長
橋長をm単位で表す
例）　21m

11 径間数 径間数を表す

12 支間長
支間長をm単位で表す
例）　15m

No. エンティティ 項目No. 項目名 型／ドメイン 長さ 必須 ＰＫ／ＦＫ 説明
9 調査結果情報

1 整備局コード (FK,FK) 整備局を一意に識別するコード
2 対象物区分コード (FK) No.6対象区分を参照
3 路線コード (FK) No.5路線情報を参照
4 対象物コード (FK) 対象物を一意に識別するコード
5 ucode (FK) 対象物に一意に付与されるucode
6 調査コード (FK) No.8調査区分マスタを参照
7 調査結果コード 調査結果を一意に識別するコード
8 調査実施日 調査実施日を表す

9 異常の有無
調査の結果から異常の有無を表す
1：異常有り　2：異常無し

10 異常有の場合の状況 異常有りの場合の状況を表す
11 対応方針 異常有りの場合の対応方針を表す

12 点検結果区分

点検結果の区分を表す
1：緊急対応　2：調査・観察　3：維持・補修
4：対応不要

13 補修の有無
補修の有無を表す
1：補修有り　2：補修無し

14 補修有の場合の施工年度
補修ありの場合の施工年度を表す
例）　平成20年度

15 調査対象部材名 調査対象となる部材の名称を表す

16 調査対象部材の有無

調査対象となる部材を使用しているか否か
を表す
1：使用　2：未使用

17 現点検要領の判定区分の読替
過去の点検要領の判定結果を現行の点検
要領の判定区分に読替えた結果を表す

18 交通量（台/24h） 24時間交通量を表す
19 事務所コード (FK) 調査を行った事務所名を表す
20 出張所コード (FK) 調査を行った出張所名を表す

各エンティティのテーブル定義書

○m支間数

整数径間数

○m橋長

平成○年○月○日完成年度

1:直轄国道、2:補助国道、3:都道府
県道、4:市区町村道、5:高速道路、
6:有料道路、7:その他

道路種別PC中空床版橋橋種

1：直轄、2:都道府県、3:市区町村、
4:高速道路会社

道路管理者区分桁橋、トラス橋、アーチ橋など橋梁形式

上記の番号路線番号1:上り線、2:下り線．．．など分割区分

対象物が存在する路線路線名橋梁を管理する事務所名管理者

対象物が存在する路線の距離標距離標識上記の読み仮名橋梁名（フリガナ）

対象物が存在する都道府県都道府県名橋梁の名称橋梁名

対象物が存在する市区町村市区町村名ucode

対象物が存在する住所住所対象物コード

データ項目

－運用上の制約－現行の連携手法

2)左記ファイルを本システム
で取得し、データベースへ投
入

1)MICHIシステムより、本フォ
ーマットで更新分のデータを
抽出

データ連携フロー

平均○件／日データ量日次処理頻度

コード変換等なし処理内容CSV形式ファイルプロトコル仕様

諸元情報データ名MICHIシステムシステム名

○m支間数

整数径間数

○m橋長

平成○年○月○日完成年度

1:直轄国道、2:補助国道、3:都道府
県道、4:市区町村道、5:高速道路、
6:有料道路、7:その他

道路種別PC中空床版橋橋種

1：直轄、2:都道府県、3:市区町村、
4:高速道路会社

道路管理者区分桁橋、トラス橋、アーチ橋など橋梁形式

上記の番号路線番号1:上り線、2:下り線．．．など分割区分

対象物が存在する路線路線名橋梁を管理する事務所名管理者

対象物が存在する路線の距離標距離標識上記の読み仮名橋梁名（フリガナ）

対象物が存在する都道府県都道府県名橋梁の名称橋梁名

対象物が存在する市区町村市区町村名ucode

対象物が存在する住所住所対象物コード

データ項目

－運用上の制約－現行の連携手法

2)左記ファイルを本システム
で取得し、データベースへ投
入

1)MICHIシステムより、本フォ
ーマットで更新分のデータを
抽出

データ連携フロー

平均○件／日データ量日次処理頻度

コード変換等なし処理内容CSV形式ファイルプロトコル仕様

諸元情報データ名MICHIシステムシステム名

14. データベース・アーカイブ設計書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
15. インターフェース定義書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


